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納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
一
《論
　
説》
国士舘法學第47号（2014. 12. ）
納税者の行為と納税者以外の者の行為
　　
重
加
算
税
が
課
せ
ら
れ
る
行
為
と
共
同
事
業
者
の
行
為
の
対
比
を
契
機
と
し
て
　　
（
三
・
完
）
西
　
野
　
敞
　
雄
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二第六
章
　
大阪
高裁
平成
三年
四月
二四
日判
決
　（一
）大
阪高
裁平
成三
年四
月二
四日
判決
（判
例タ
イム
ズ七
六三
号二
一六
頁︒
確定
）︒は
︑重
加算
税を
賦課
する
こと
が
で
き
な
い
と
さ
れ
た
数
少
な
い
例
）1
（
で
あ
る︒
こ
の
事
例
は︑
﹁
期
限
内
申
告
書
提
出
の
要
件
の
欠
落
事
例
）2
（
﹂
で︑
代
理
人
に
よ
る
隠
ぺ
い
も特
殊な
事例
（き
わめ
て悪
質な
事例
）3
（
であ
り︑
一部
当事
者に
は悪
意が
ない
とさ
れて
いる
︒こ
の認
定は
課税
庁に
同情
する
）4
（
が︑
脱税
事件
との
バラ
ンス
がと
れて
いな
い︒
　
この
よう
な特
殊な
事例
であ
れば
︑逋
脱犯
とし
て告
発さ
れて
いる
はず
であ
り︑
有罪
とな
って
いる
可能
性が
高い
︒逋
脱
犯と
して
有罪
にな
って
いれ
ば︑
課税
事件
とし
ても
処分
され
る︒
逆に
︑逋
脱犯
とし
て告
発さ
れな
いの
に︑
重加
算税
が賦
課さ
れる
のは
有責
性が
低い
ケー
スの
はず
）5
（
であ
る︒
逋脱
犯の
追及
が裁
量性
のあ
る行
為で
ある
とし
ても
︑重
加算
税（
過少
申
告
加
算
税
や
不
申
告
加
算
税
を
含
む︒
）
の
賦
課
は︑
当
該
行
為
の
判
断
や
構
成
要
件（
課
税
要
件
）
該
当
性
の
判
断
が
慎
重
に
な
さ
れる
べき
であ
る︒
争訟
にお
いて
︑事
実審
及前
置争
訟の
弁護
活動
が重
要で
ある
︒
　（二
）本
事案
は︑
先代
亡Ａ
が︑
﹁昭
和五
九年
一一
月二
七日
︑そ
の所
有に
かか
る（
略）
本件
土地
﹂を
﹁訴
外Ｂ
及び
同人
が主
宰す
る有
限会
社Ｃ
にそ
れぞ
れ売
却し
︑売
却代
金の
決済
を受
けた
昭和
六○
年四
月二
日︑
Ｂか
ら本
件土
地売
却に
かか
る譲
渡所
得税
の申
告を
有利
にし
てあ
げる
との
申出
を受
けて
これ
を信
用し
︑申
告手
続の
一切
をＢ
に一
任し
たと
ころ
︑同
月九
日︑
Ｂは
︑Ｙ
税務
署長
に対
し︑
亡Ａ
が同
年三
月九
日に
同税
務署
長に
対し
て提
出し
た当
初申
告の
修正
申告
とし
て︑
本件
土地
の譲
渡代
金一
億一
一五
三万
円に
対す
る経
費と
して
の﹃
永代
管理
料﹄
一億
○四
九五
万三
五○
○円
を︑
訴外
Ｄに
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
三
支払
った
旨の
架空
の経
費を
含む
必要
経費
の額
を一
億一
○五
三万
円と
計上
し︑
分離
譲渡
所得
金額
を零
円と
追加
記入
した
だけ
で税
額に
は変
更の
ない
申告
書を
提出
して
︑本
件申
告を
した
︒﹂﹁同
日︑
Ａは
︑Ｂ
から
税額
が決
まっ
たの
で一
八○
○
万円
を持
って
来て
もら
いた
いと
の連
絡を
受け
︑Ｂ
のい
うま
まに
本件
土地
の譲
渡所
得税
とし
て一
八○
○万
円を
同人
に交
付し
︑Ｂ
がど
のよ
うに
申告
をし
︑税
金が
右一
八○
○万
円に
決定
され
た理
由に
つい
ては
︑同
日に
尋ね
るこ
とも
なく
︑本
件土
地に
よる
譲渡
所得
にか
かる
税金
の問
題は
︑右
一八
○○
万円
を同
人を
介し
て支
払う
こと
によ
り一
切が
終了
した
と思
って
いた
﹂︒
　﹁
そ
の
後︑
Ｂ
は︑
訴
外
Ｅ
の
脱
税
指
南
事
件
の
被
告
人
と
し
て
刑
事
訴
追
を
受
け
て
有
罪
と
な
り︑
一
方︑
Ａ
は︑
昭
和
六
一
年
二
月五
日︑
国税
局査
察官
の取
調を
受け
︑昭
和五
九年
分の
所得
税の
過少
申告
を認
め︑
改め
て︑
昭和
五九
年分
の所
得税
の修
正申
告を
提出
した
が︑
控訴
人Ｙ
税務
署長
は︑
Ａに
対し
︑昭
和
六一
年六
月一
一日
付け
をも
って
︑修
正申
告に
より
納付
す
べ
き
所
得
税
額
に
対
す
る
重
加
算
税
七
九
五
万
六
○
○
○
円
の
賦
課
決
定
処
分（
本
件
処
分
）
を
し
た
﹂（
略
）︒﹁
そ
し
て︑
亡
Ａ
が
平
成
元
年
七
月
一
○
日
に
死
亡
し
﹂︑
妻
の
被
控
訴
人
Ｙ
1︑
養
子
の
被
控
訴
人
Ｙ
2及
び
被
控
訴
人
Ｙ
3が︑
共
同
相
続
を
し
て
亡
Ａ
の
権利
義務
を承
継し
てい
る事
案で
ある
︒
　（
三
）
本
事
案
に
お
い
て︑
第
一
審
の
京
都
地
裁（
昭
和
六
二
年︽
行
ウ
︾
第
四
三
号
）
は︑
平
成
元
年
九
月
二
二
日︑
Ｙ
の
請
求
を
認容
した
︒こ
れを
受け
課税
庁が
控訴
した
のに
対し
︑大
阪高
裁（
平成
元年
︽行
コ︾
第三
三号
）は
︑平
成三
年四
月二
四日
判
決（
判
例
タ
イ
ム
ズ
七
六
三
号
二
一
六
頁
）
で
も
っ
て︑
控
訴
を
棄
却
し
た（
確
定
）︒
判
例
タ
イ
ム
ズ
は︑
﹁
本
人
か
ら
所
得
税
申
告
の
依
頼
を
受
け
た
第
三
者
が︑
内
容
虚
偽
の
書
面
等
を
作
る
等︑
課
税
標
準
等
又
は
税
額
等
の
計
算
の
基
礎
と
な
る
事
実
を
隠
ぺ
い
し︑
二六
五二
万八
四五
○円
の所
得税
を零
円と
して
申告
をし
た場
合に
おい
て︑
本人
が︑
右第
三者
から
所得
税は
一八
○○
四万円
であ
ると
いわ
れ︑
右所
得税
とし
て納
入す
る趣
旨で
一八
○○
万円
を第
三者
に交
付し
たの
に︑
第三
者が
これ
を着
服し
て納
税し
なか
った
等判
示の
よう
な事
情の
ある
とき
には
︑重
加算
税を
賦課
する
こと
がで
きな
いと
され
た事
例﹂
との
標題
を付
して
いる
︒こ
の標
題に
よれ
ば︑
譲渡
所得
を申
告の
税額
の計
算の
基礎
とし
なか
った
こと
につ
き︑
正当
の理
由が
あっ
たと
され
た事
例﹂
が中
心の
判決
のよ
うに
理解
する
こと
がで
きそ
うで
ある
︒た
しか
に︑
本件
大阪
高裁
判決
は︑
①﹁
亡Ａ
が昭
和六
○年
三月
九日
に行
った
昭和
五九
年分
の所
得税
の確
定申
告は
︑右
三月
九日
現在
を基
準と
すれ
ば︑
適正
なも
ので
あっ
て︑
右申
告の
内容
自体
に虚
偽な
いし
不正
はな
かっ
たこ
とが
認め
られ
るこ
と︑
②前
記認
定の
如く
︑本
件土
地の
売買
によ
る現
実の
取引
は︑
昭和
六○
年四
月二
日に
行わ
れ︑
亡Ａ
は︑
右同
日︑
本件
土地
の売
買代
金を
受け
取っ
たの
であ
るか
ら︑
右譲
渡所
得に
よる
所得
税の
確定
申告
の期
限は
︑昭
和六
一年
三月
一五
日で
あ
って
︑亡
Ａと
して
は︑
右昭
和六
一年
三
月一
五日
まで
に︑
右譲
渡所
得税
の確
定申
告を
すれ
ば足
りた
こと
︑③
（略
）亡
Ａは
︑訴
外Ｂ
の欺
罔行
為に
より
︑本
件土
地の
譲渡
所得
税に
つい
ては
︑訴
外Ｂ
に対
して
前記
一八
○○
万円
を交
付し
たこ
とに
より
︑全
部納
付さ
れて
終了
した
もの
と考
えて
いた
こと
が認
めら
れる
こと
等︑
以上
①な
いし
③の
諸事
情か
らす
れば
︑亡
Ａの
納付
すべ
き昭
和五
九年
度の
税額
の基
礎と
なっ
た事
実の
うち
に︑
昭和
六一
年二
月五
日に
した
修正
申告
前の
税額
の計
算の
基礎
とし
なか
った
こと
につ
いて
︑
亡Ａ
には
︑法
六五
条四
項所
定の
正当
の理
由が
ある
もの
と認
める
のが
相当
であ
る︒
﹂
　﹁
そ
う
だ
と
す
れ
ば︑
控
訴
人
Ｙ
税
務
署
長
が︑
亡
Ａ
に
対
し︑
昭
和
六
一
年
六
月
一
一
日
付
け
で
し
た
昭
和
五
九
年
分
の
所
得
税
の
重
加
算
税
賦
課
決
定
処
分
は
違
法
で
あ
る
か
ら
取
消
を
免
れ
な
い︒
（
そ
し
て︑
法
六
五
条
の
過
少
申
告
加
算
税
を
賦
課
す
る
要
件
に
も
欠け
るも
のと
いう
べき
であ
る︒
）﹂と
して
︑法
六五
条四
項所
定の
正当
の理
由が
ある
とし
た︒
　
さ
ら
に︑
本
件
大
阪
高
裁
平
成
三
年
四
月
二
四
日
判
決
は︑
﹁
本
件
に
お
い
て
は︑
こ
れ
を
形
式
的
に
み
た
場
合
に
も︑
重
加
算
税
の
課税
の要
件で
ある
法六
五条
所定
の期
限内
申告
書の
提出
の要
件が
欠け
てい
るこ
とは
︑原
判決
（略
）に
記載
のと
おり
であ
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
五
るか
らこ
れを
引用
する
︒﹂と
︑明
言す
る︒
　
そ
し
て︑
﹁
そ
も
そ
も︑
法
一
九
条
所
定
の
修
正
申
告
は︑
税
額
の
増
額
変
更
に
よ
る
増
額
変
更
に
よ
る
増
額
修
正
の
場
合
に
の
み
な
さ
れ
る
べ
き
も
の
で
あ
る
と
こ
ろ︑
本
件
に
お
い
て
は︑
（
略
）
昭
和
六
○
年
四
月
九
日
提
出
の
修
正
申
告
は︑
先
き
に
同
年
三
月
九
日
に
な
さ
れ
た
確
定
申
告
に︑
﹃
分
離
長
期
譲
渡
所
得
﹄
と
い
う
項
目
が
加
わ
っ
た
だ
け
で︑
右
昭
和
六
○
年
三
月
九
日
の
確
定
申
告
も︑
同年
四月
九日
の修
正申
告も
︑そ
の申
告税
額は
︑い
ずれ
も﹃
一六
万八
七○
○円
﹄と
なっ
てい
て︑
納税
額に
まっ
たく
変更
がな
いこ
とが
認め
られ
るの
であ
るか
ら︑
右昭
和六
○年
四月
九日
提出
の修
正申
告は
︑法
一九
条に
定め
る修
正申
告の
要件
を欠
く違
法な
申告
とい
うべ
きで
ある
︒
　
そし
て︑
前記
の如
く︑
本件
土地
の売
買に
つき
︑現
実に
取引
が行
われ
︑か
つ︑
代金
の授
受の
あっ
たの
は︑
昭和
六○
年
四月
二日
であ
った
から
︑そ
の譲
渡所
得の
法定
の申
告期
限は
︑前
記の
とお
り︑
もと
もと
昭和
六一
年三
月一
五日
であ
ると
いう
べき
であ
ると
ころ
︑法
一五
条二
項一
五号
によ
れば
︑重
加算
税は
︑法
定申
告期
限の
期限
の経
過の
とき
に発
生す
ると
して
いる
︒と
ころ
で︑
亡Ａ
が本
件土
地の
譲渡
所得
税を
二六
五二
万八
四五
○円
とす
る修
正申
告を
した
のは
︑前
記の
とお
り︑
昭和
六一
年三
月一
五日
以前
であ
るか
ら︑
この
点か
らし
ても
︑亡
Ａに
対し
︑本
件土
地の
譲渡
所得
税に
関し
て︑
重加
算税
ない
し過
少申
告加
算税
を課
する
こと
はで
きな
いも
のと
いう
べき
であ
る﹂
︒
　﹁
も
っ
と
も︑
亡
Ａ
は︑
本
件
土
地
の
譲
渡
所
得
税
に
関
し︑
訴
外
Ｂ
を
通
じ
て︑
昭
和
六
○
年
四
月
九
日
に︑
同
年
三
月
九
日
に
し
た先
の確
定申
告の
修正
申告
をし
てい
るが
︑こ
れに
より
︑本
件土
地の
譲渡
所得
税の
申告
期限
が︑
右譲
渡所
得が
現実
に発
生し
た同
年四
月二
日よ
りも
以前
の同
年三
月一
五日
にな
るも
のと
は到
底解
しが
たい
︒け
だし
︑譲
渡所
得の
発生
以前
に︑
その
税額
の確
定申
告期
限が
到来
する
とい
うよ
うな
解釈
は︑
論理
的に
矛盾
し︑
現実
に不
可能
を強
いる
結果
にな
るか
ら
で
ある
︒
六　
した
がっ
て︑
亡Ａ
とし
ては
︑昭
和六
○年
四月
九日
に︑
前記
修正
申告
をし
たに
して
も︑
その
後︑
昭和
六一
年三
月一
五
日ま
でに
︑正
しい
修正
申告
をす
れば
︑前
記の
とお
り︑
重加
算税
ない
し過
少申
告加
算税
を課
され
るこ
とは
ない
とい
うべ
きで
ある
﹂と
する
︒
　
以上
のよ
うに
︑大
阪高
裁は
本件
重加
算税
賦課
決定
処分
の取
消請
求を
認容
した
（確
定）
︒
　（四
）本
件に
おい
て︑
加算
税を
課さ
ない
﹁正
当理
由﹂
があ
ると
とし
た判
例と
して
解す
るこ
とも
可能
であ
るが
︑﹁加
算
税を
課さ
ない
正当
な理
由﹂
あり
とす
るた
めに
は︑
その
前に
︑論
理的
に︑
何ら
かの
行為
があ
り︑
形式
的に
課税
要件
に該
当
す
る
こ
と（
刑
法
学
で
い
う﹁
構
成
要
件
該
当
性
﹂）
が
必
要
で
あ
る︒
そ
の
う
え
で︑
違
法
性
の
阻
却
事
由
の
有
無︑
次
い
で︑
有
責性
の阻
却事
由の
有無
とい
った
段階
の思
考の
整理
がな
され
てい
るは
ずで
ある
︒
　
租税
逋脱
事件
では
︑こ
うし
た思
考の
整理
がな
され
てい
る︒
課税
処分
取消
訴訟
では
︑こ
うし
た思
考の
整理
は必
らず
し
も明
確で
はな
いが
︑課
税要
件に
該当
する
行為
があ
るか
︑そ
の行
為は
誰の
行為
であ
るの
か︑
その
行為
者を
拡大
でき
るの
か︑
違法
性阻
却事
由及
責任
阻却
事由
の有
無（
いわ
ゆる
﹁正
当理
由﹂
の有
無）
とい
った
思考
がな
され
てき
てい
る︒
であ
るな
らば
︑課
税要
件該
当す
る行
為が
ある
のか
︑そ
の行
為者
が誰
なの
かを
考察
すべ
きで
ある
）6
（
︒
　
本
件
事
案
で
あ
れ
ば︑
過
少
申
告
加
算
税
が
課
さ
れ
る
べ
き
行
為
が
あ
る
の
か︑
そ
の
行
為
者
が
誰
な
の
か︑
加
算
税
を
課
さ
な
い
﹁
正
当
理
由
﹂
が
あ
る
の
か︑
と
い
っ
た
順
と
な
る︒
大
阪
高
判
平
成
三
年
四
月
二
四
日
は︑
加
算
税
を
課
さ
な
い﹁
正
当
理
由
﹂
が
な
いと
いっ
た後
で︑
申告
の納
期限
の前
であ
り︑
過少
申告
加算
税を
課す
るこ
とは
でき
ない
とし
てお
り︑
議論
が前
後し
てい
るの
では
ない
か︒
もっ
とも
︑準
備書
面が
そう
なっ
てい
るの
かも
しれ
ない
︒も
っと
も文
献の
中に
︑代
金を
払っ
た時
期か
ら過
少申
告行
為が
ない
のは
正当
とし
てい
るの
もあ
る
）7
（
から
︑や
むを
えな
いこ
とで
はあ
るが
︒そ
れだ
け︑
最近
の物
権変
動
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
七
の理
論の
影響
を受
けた
とい
うこ
とで
もあ
るし
︑準
備書
面に
述べ
られ
てい
た可
能性
があ
る︒
また
︑事
例判
決の
一つ
）8
（
とし
て︑
いく
つか
の修
正申
告が
形式
的に
存在
する
場合
に︑
その
一方
だけ
を裁
判所
が認
定し
ただ
けに
︑微
妙な
もの
があ
る︒
裁判
所は
いろ
んな
事情
を﹁
総合
的に
考慮
した
結果
﹂（裁
判所
が︑
ひん
ぱん
に用
いる
言い
廻し
）で
あろ
う︒
　（
五
）
本
件
大
阪
高
判
平
成
三
年
四
月
二
日
と
対
照
的
に︑
何
回
か
の
修
正
申
告
が
あ
っ
た
大
阪
で
の
事
案
で︑
隠
ぺ
い
仮
装
の
あ
っ
たケ
ース
につ
いて
︑刑
事と
民事
の間
で結
論が
異な
るこ
とに
一時
なり
かけ
たが
︑結
局︑
平成
六年
一一
月二
二日
︑最
高裁
第三
小法
廷判
決
）9
（
が重
加算
税の
賦課
要件
があ
ると
自判
した
こと
によ
って
︑脱
税事
件と
刑事
事件
の結
論が
同一
歩調
とな
っ
た事
案が
あっ
たこ
とを
想起
する
（裁
判所
時報
一一
三五
号︒
いわ
ゆる
﹁つ
まみ
申告
﹂の
事件
）︒
　
こ
の
最
高
裁
平
成
六
年
一
一
月
二
二
日
第
三
小
法
廷
判
決
に
つ
い
て︑
裁
判
所
時
報
一
一
三
五
号
は︑
﹁
確
定
申
告
及
び
数
回
に
わ
た
る修
正申
告で
所得
金額
の大
部分
を申
請せ
ず︑
虚偽
の内
容の
資料
を提
出し
たな
どの
事情
に基
づき
︑重
加算
税の
賦課
要件
があ
ると
され
た事
例﹂
の標
題の
もと
に紹
介し
てい
る︒
この
標題
で︑
申告
の回
数だ
けが
問題
とな
った
わけ
でな
いこ
とが
わか
る︒
重加
算税
の賦
課要
件を
如何
なる
場合
に充
足す
るの
かと
いう
事例
の一
つが
とり
あげ
られ
てい
るの
であ
る︒
　
この
﹁つ
まみ
申告
﹂の
事案
では
︑被
上告
人の
亡父
（略
）は
︑会
計帳
簿類
や取
引記
録等
によ
り自
らの
事業
規模
を正
確
に把
握し
てい
たも
のと
認め
られ
るに
もか
かわ
らず
︑確
定申
告に
おい
て︑
三年
間に
わた
り最
終申
告に
係る
総所
得金
額の
約三
ない
し四
パー
セン
トに
すぎ
ない
額（
約八
億円
ない
し一
六億
円少
ない
額）
のみ
を申
告し
たば
かり
でな
く︑
その
後二
回な
いし
三回
にわ
たる
修正
申告
を経
た後
に初
めて
飛躍
的に
多額
の最
終申
告を
する
に至
って
いる
︒し
かも
︑確
定申
告後
の税
務調
査に
際し
て︑
真実
より
も少
ない
店舗
数や
過少
の利
息収
入
金額
を記
載し
た本
件資
料を
税務
署の
担当
職員
に提
出
して
いる
が︑
それ
によ
って
昭和
五五
年分
の総
所得
金額
を計
算す
ると
︑最
終修
正申
告に
係る
総所
得金
額の
約一
七パ
ーセ
八ント
の額
（差
額で
約一
四億
円少
ない
）し
か算
出さ
れな
い結
果と
なり
︑本
件資
料の
内容
は虚
偽の
もの
であ
ると
いわ
ざる
を得
ない
︒そ
の後
右職
員か
らの
修正
を求
めら
れた
範囲
を超
える
こと
なく
︑最
終修
正申
告に
係る
総所
得金
額の
約七
ない
し一
三パ
ーセ
ント
にと
どま
る金
額（
差額
で約
七億
七六
○○
万円
ない
し一
五億
二○
○○
万円
少な
い額
）の
みを
申告
して
いる
にす
ぎな
い︒
　
そし
て︑
﹁（略
）正
確な
所得
金額
を把
握し
得る
会計
帳簿
類を
作成
して
いな
がら
︑三
年間
にわ
たり
極め
てわ
ずか
な所
得
金額
のみ
を作
為的
に記
載し
た申
告書
を提
出し
続け
︑し
かも
︑そ
の後
の税
務調
査に
際し
ても
過少
の店
舗数
等を
記載
した
内容
虚偽
の資
料を
提出
する
など
の対
応を
して
︑真
実の
所得
金額
を隠
ぺい
する
態度
︑行
動を
でき
る限
り貫
こう
とし
てい
るの
であ
って
︑申
告当
初か
ら︑
真実
の所
得金
額を
隠ぺ
いす
る意
図を
有し
てい
たこ
とは
もち
ろん
︑税
務調
査が
あれ
ば︑
更に
隠ぺ
いの
ため
の具
体的
工作
をも
予定
して
いる
こと
も明
らか
とい
わざ
るを
得な
い﹂
と最
高裁
は破
棄自
判し
︑﹁（略
）
本件
各確
定申
告は
︑単
なる
過少
申告
行為
にと
どま
るも
ので
はな
く︑
国税
通則
法六
八条
一項
にい
う税
額等
の計
算の
基礎
とな
るべ
き所
得の
存在
を一
部隠
ぺい
し︑
その
隠ぺ
いし
たと
ころ
に基
づき
納税
した
場合
に当
たる
とい
うべ
きで
ある
﹂と
︑
課税
要件
該当
性を
認定
して
いる
︒
　
した
がっ
て︑
最判
平成
六年
一一
月二
二日
は︑
単な
る申
告の
回数
で課
税要
件該
当性
を判
断し
てい
るの
では
なく
︑裁
判
にあ
らわ
れた
諸事
情か
ら課
税要
件該
当性
を判
断し
てい
る︒
本件
事案
にお
ける
刑事
事件
の判
決に
おい
ても
︑よ
く吟
味す
ると
︑事
実審
の中
でも
︑く
りか
えし
主張
され
︑そ
の主
張は
平成
六年
一一
月二
二日
最判
と異
なる
とこ
ろは
ない
︒た
だ︑
表現
が簡
略な
だけ
であ
る︒
いず
れの
ケー
スも
︑事
実の
審理
︑課
税要
件の
該当
性の
審理
が︑
先行
して
いる
︒た
だ︑
弁護
側の
準備
書面
に引
きず
られ
てい
るの
では
ない
か︒
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
九
第七
章
　
最高
裁平
成二
二年
二月
一六
日第
三小
法廷
判決
・平
成二
三年
六月
二四
日
　　
　　
第二
小法
廷判
決〔
Ｘ事
件〕
　（一
）　
軽油
引取
税の
課税
要件
該当
性
　
①
　
本件
事案
は︑
軽油
引取
税の
みな
す課
税要
件該
当性
につ
いて
争わ
れた
事案
であ
る︒
差戻
後の
上告
審（
平成
二三
年
︽
行
ツ
︾
第
七
号
及
平
成
二
三
年︽
行
ヒ
︾
第
一
二
八
号
）
に
お
い
て︑
平
成
二
三
年
六
月
二
四
日
最
高
裁
第
二
小
法
廷
は︑
原
告
側
か
らの
上告
が棄
却・
上告
不受
理の
決定
とな
って
いる
︒
　
一審
（東
京地
判平
成一
八年
一二
月一
四日
︽Ｌ
ＥＸ
／Ｄ
Ｂ二
五四
五一
○九
四︾
）︑原
告が
敗訴
し︑
東京
高判
平成
二○
年
七月
一○
日（
ＬＥ
Ｘ／
ＤＢ
二五
四四
○三
三一
）で
は︑
原告
が逆
転勝
訴し
た︒
しか
し︑
最高
裁平
成二
二年
二月
一六
日判
決は
︑東
京高
裁判
決を
破棄
し︑
東京
高裁
に差
戻し
た︒
これ
を受
けた
東京
高裁
〔平
成二
二年
（行
コ）
第一
一二
号軽
油引
取税
更正
︑決
定処
分取
消請
求事
件〕
は︑
平成
二二
年一
一月
二五
日︑
東京
地裁
判決
を維
持し
た︒
そこ
で
︑原
告は
︑再
上
告し
たが
︑平
成二
三年
六月
二四
日︑
最高
裁第
二小
法廷
は︑
再上
告を
棄却
し不
受理
とし
た︒
　
行政
事件
訴訟
にお
いて
課税
庁の
勝訴
率は
高い
︒特
に︑
税務
訴訟
の課
税庁
の勝
訴率
は高
い︒
税務
訴訟
の場
合︑
原告
が
一審
で敗
訴し
ても
高裁
で逆
転勝
訴す
るこ
とは
ごく
稀に
ある
が︑
最高
裁で
差戻
され
ると
︑原
告の
勝訴
可能
性は
ゼロ
に近
い︒　
しか
し︑
地方
税と
国税
が兄
弟関
係に
ある
場合
　　
たと
えば
︑軽
油引
取税
と輝
発油
税等
の場
合に
︑異
なる
扱い
がさ
れ
る
た
め
に
は︑
そ
れ
だ
け
の
事
情
が
必
要
で
あ
る
　　
判
例
で
い
え
ば︑
﹁
総
合
的
に
事
情
を
勘
案
し
﹂
と
い
う
こ
と
に
な
る︒
軽
油
引
取税
と輝
発油
税は
︑九
○％
留出
温度
と比
重に
よっ
て画
され
︑比
重○
・八
○一
七を
超え
○・
八七
六二
以下
の炭
化水
素油
一〇
で九
○％
留出
温度
が二
六七
度を
超え
るも
のが
﹁軽
油﹂
であ
り︑
九○
％留
出温
度が
二六
七度
以下
のも
のが
﹁み
なし
輝発
油
﹂
で
あ
る（
そ
の
後︑
炭
化
水
素
を
主
成
分
と
す
る
か
ど
う
か
を
問
わ
な
い
と
さ
れ
た
）︒
こ
の
関
係
の
表
は︑
税
務
大
学
校
の
教
科
書
）₁₀
（
及び
﹁軽
油引
取税
逐条
解説
）₁₁
（
﹂で
使用
され
てい
る
）₁₂
（
︒そ
れに
伴う
課税
・滞
納処
分・
査察
も同
一解
釈の
もと
にな
され
︑各
種税
法の
改正
も軌
を一
にし
てな
され
てい
る︒
しか
るに
︑そ
れら
が異
なる
実務
にな
ると
いう
こと
は︑
どう
解釈
すれ
ば良
いの
であ
ろう
か︒
　
い
わ
ゆ
る﹁
三
税
協
力
﹂（
暴
力
団
取
締
に
な
ら
ん
で︑
不
正
軽
油
取
締
り
や
不
正
輝
発
油
の
取
り
締
り
も﹁
三
税
協
力
﹂
の
一
環
と
し
て
な
さ
れ
る︒
）
が
推
進
さ
れ
て
い
る
中
で︑
中
心
と
な
っ
た
者
と
し
て
課
税
さ
れ︑
そ
の
課
税
処
分
が︑
最
高
裁
で
原
告
か
ら
の
上
告が
不受
理と
なっ
た直
後に
債権
放棄
する
とい
うこ
とは
︑債
権放
棄の
ため
に相
当な
期間
を要
する
（ま
さか
一日
で持
ち回
り
の
決
裁
を
や
っ
た
わ
け
で
は
あ
る
ま
い︒
）
こ
と
を
も
考
え
あ
わ
せ
る
と︑
何
の
た
め
に
課
税
処
分
を
維
持
し
た
の
か
理
解
困
難
で
あ
る（
﹁合
法性
の原
則﹂
に従
った
だけ
かも
しれ
ない
）︒私
が東
京都
の当
事者
なら
ば︑
滞納
整理
を最
低一
年行
ない
︑そ
の上
で滞
納処
分を
執行
停止
し︑
三年
たっ
て償
却す
る︒
地方
税法
が準
じて
いる
国税
徴収
法が
そう
なっ
てい
るし
︑政
治的
にも
穏当
であ
る︒
こう
した
本件
課税
は︑
課税
処分
にそ
もそ
も無
理が
あり
︑他
の不
正軽
油取
締り
の代
表例
とさ
れた
から
では
ない
ので
はな
いか
と考
えざ
るを
得な
い︒
本件
事案
は︑
こう
して
理解
困難
な結
果と
なっ
た︒
　
②
　
本件
判決
でと
りあ
げる
︑す
なわ
ち︑
最高
裁平
成二
二年
二月
一六
日第
三小
法廷
判決
（裁
判所
時報
一五
○二
号一
頁︑
民集
六四
巻二
号三
四九
頁）
の事
案は
︑第
一審
の東
京地
裁平
成一
八年
一二
月一
四日
判決
（平
成一
六年
︽行
ウ︾
第四
九三
号︑
民事
第三
部）
によ
れば
︑被
告（
東京
都新
宿都
税事
務所
長）
が原
告に
対し
﹁平
成一
六年
六月
二五
日付
けで
した
軽油
引
取
税
更
正・
決
定
処
分
﹂
の
取
り
消
し
を
求
め
た
訴
訟
で
あ
る︒
一
審
の
東
京
地
裁
判
決
に
付
さ
れ
た
別
紙
に
よ
れ
ば︑
﹁
原
告
が
Ａ
に委
託し
て製
造し
た軽
油の
量﹂
は︑
Ｂ名
義で
二三
四八
ＫＬ
︑Ｃ
名義
で七
○四
六Ｋ
Ｌ︑
計九
三九
四Ｋ
Ｌで
︑平
成一
三年
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
一一
七月
から
平成
一四
年一
○月
に及
んで
いる
︒そ
の結
果︑
原告
に賦
課さ
れた
軽油
引取
税の
税額
は合
計三
億○
一五
四万
七四
○○
円︑
不申
告加
算金
は四
五二
三万
一一
○○
円︑
軽油
引取
税の
合計
課税
額は
三億
四六
七七
万八
五○
○円
とな
って
いる
︒
そ
し
て︑
﹁
本
件
の
争
点
は︑
原
告
に
対
す
る
本
件
処
分
が︑
法
七
○
○
条
の
四
第
一
項
五
号（
軽
油
引
取
税
の
み
な
す
課
税
）
の
要
件
であ
る﹃
軽油
の製
造を
して
︑当
該製
造に
係る
軽油
を他
の者
に譲
渡す
る﹄
を充
足す
るも
ので
ある
とい
える
かど
うか
であ
る︒
﹂
と︑
表
示
す
る︒
と
な
れ
ば︑
﹁
製
造
す
る
﹂
と
い
う
こ
と
と︑
﹁
他
の
者
に
譲
渡
す
る
﹂
と
い
う
二
つ
の
要
件
に
分
け
ら
れ
る
の
では
ない
か︒
　
しか
し︑
訴訟
では
︑要
件を
分け
て考
える
こと
はな
く︑
﹁いわ
ゆる
代表
的不
正軽
油事
例﹂
とし
て扱
われ
てし
まっ
てい
る︒
すな
わち
︑構
成要
件該
当性
の問
題と
して
扱わ
れる
こと
なく
︑異
議申
し立
ての
段階
から
︑行
為と
して
の事
実を
軽視
して
訴訟
進行
を維
持し
︑賦
課後
の債
権回
収を
どう
する
かを
考慮
して
いな
い︒
課税
要件
該当
事実
（誰
が中
心と
なっ
て製
造し
︑
譲渡
した
のか
とい
う点
）に
︑異
議申
立段
階か
ら重
点が
置か
れて
いれ
ば︑
不正
軽油
の真
実の
リー
ダー
（責
任を
負う
べき
者）
を見
逃し
︑課
税事
件で
勝訴
した
直後
（脱
税事
件勝
訴後
の高
裁判
決や
一連
の最
高裁
判決
︑前
述の
いわ
ゆる
﹁つ
まみ
申告
﹂の
事件
とは
異な
る︒
）に
巨額
の租
税債
権を
放棄
する
結果
は生
じて
いな
い︒
　
たっ
た千
五○
○万
円余
の利
得（
東京
地裁
判決
はよ
り高
い額
を試
算す
る）
で︑
三億
四千
万円
を超
える
加算
税を
課さ
れ
るリ
スク
を冒
すこ
とは
︑冷
静に
考え
れば
あり
えな
い︒
事業
を営
む人
間は
︑そ
うし
たリ
スク
（多
少の
リス
クは
ある
だろ
うが
︑限
度が
ある
︒）を
冒さ
ない
︒そ
うし
たリ
スク
をお
かす
者こ
そ︑
﹁不
正軽
油﹂
の主
体者
であ
り︑
主た
る行
為者
とし
て扱
うべ
きで
ある
︒そ
うし
た者
こそ
中心
たる
人物
・行
為者
であ
ると
され
るべ
きで
ある
︒
　
そも
そも
︑全
国で
さわ
がれ
た﹁
不正
軽油
﹂事
件の
中心
人物
に対
する
調査
はど
こで
︑誰
が中
心と
なっ
て調
査し
︑告
発
し
た
の
だ
ろ
う
か︒
本
件
事
案
で
も
茨
城
県
が
出
て
く
る（
本
来
な
ら︑
茨
城
県
が
課
税
庁
の
は
ず
で
あ
る︒
）
が︑
茨
城
県
は︑
ど
こ
一二
まで
調査
権限
をも
って
いる
のだ
ろう
か︒
総務
省（
ある
いは
自治
省）
が指
導・
応援
する
（お
そら
くは
︑国
と地
方の
併任
及
び
天
上
り
を
含
め
て
実
施
す
る︒
）
の
で
あ
ろ
う
が︑
調
査
権
限
の
根
拠
や
程
度
）₁₄
（
は︑
国
税
の
税
務
調
査
の
比
で
は
な
い︒
た
と
え
ば︑
﹁
ふ
る
さ
と
納
税
﹂
の
拡
大
が
騒
が
ら
れ
て
い
る
が︑
そ
の
乱
用
の
虞
れ
に
十
分
に
対
応
で
き
る
と
は
考
え
ら
れ
な
い︒
固
定
資
産
税
の
調査
のた
めに
︑冷
凍倉
庫の
中に
︑防
寒具
を着
用す
るこ
とな
く︑
普通
の背
広で
入っ
てい
く地
方税
職員
）₁₅
（
と同
様で
あり
︑そ
れで
は︑
適正
な調
査が
なさ
れた
とは
いえ
ない
︒だ
から
こそ
︑本
件の
場合
︑本
件原
告の
脱税
事件
にで
きな
かっ
たも
のと
考え
られ
る︒
少く
とも
軽油
引取
税額
は︑
通常
の告
発基
準を
︑充
足し
てい
る︒
ある
いは
︑中
途半
端な
調査
であ
った
ため
に︑
本件
原告
を別
の脱
税事
件の
証人
にし
︑原
告が
主犯
並と
され
た可
能性
があ
る︒
告発
にす
るか
否か
は単
なる
裁量
では
ない
）₁₆
（
︒告
発さ
れな
いと
いう
こと
は︑
課税
要件
該当
性が
ない
可能
性が
高い
︒課
税要
件該
当性
が仮
にあ
った
とし
ても
︑責
任阻
却事
由が
存在
する
可能
性が
高い
︒
　
③
　
また
︑事
業所
得の
判例
によ
れば
︑﹁事
業所
得﹂
とは
﹁対
価を
得て
事業
から
生じ
た所
得﹂
であ
る︒
その
﹁事
業﹂
とは
︑
（
イ
）
自
己
の
危
険
と
計
算
に
お
い
て
独
立
的
に
営
な
ま
れ
る
業
務
で
あ
る
こ
と︑
（
ロ
）
営
利
性
を
有
す
る
こ
と︑
（
ロ
）
反
復
継
続
し
て遂
行す
る意
思と
社会
的地
位と
が客
観的
に認
めら
れる
こと
︑こ
の三
要件
を充
足す
る必
要が
ある
）₁₇
（
︒最
判昭
和五
六年
四月
二四
日（
民集
三五
巻三
号六
七二
頁）
もこ
の立
場を
とり
︑法
令で
禁止
され
てい
るも
のも
﹁事
業等
﹂に
含ま
れる
（所
得税
法
五
一
条
二
項
）︒
し
た
が
っ
て︑
前
述
の
三
要
件
を
満
た
せ
ば︑
事
業
所
得
に
該
当
す
る
の
で
あ
り︑
当
然
に
住
民
税
も
課
税
し
な
け
れば
なら
ない
︒こ
の延
長線
で考
える
と︑
被告
が主
張す
る軽
油の
取引
（東
京地
裁別
表に
よる
数量
及回
数）
であ
れば
︑当
然
に
所
得
税
及
住
民
税
を
課
税
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い（
他
の
不
正
軽
油
の
事
例
で︑
利
得
も
認
定
で
き
る
は
ず
で
あ
る
）︒
そ
れ
が
合
法性
の原
則で
ある
︒し
かし
︑住
民税
を原
告に
課税
して
おら
ず︑
所得
税も
課税
され
てい
ない
︒そ
れで
あれ
ば︑
所得
がな
いこ
とに
なり
︑事
業と
なる
行為
もな
いこ
とに
なる
︒課
税庁
側の
主張
は一
貫し
てい
ない
︒合
法性
の原
則に
従え
ば︑
法に
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
一三
合致
しな
い経
費は
認め
られ
ない
が︑
麻薬
の仕
入代
金も
経費
とな
ると
され
た有
名な
例が
ある
︒そ
れな
らば
︑不
正軽
油も
経費
とな
るし
︑事
業所
得に
なれ
ば必
要経
費は
多く
認め
られ
るこ
とと
なろ
う
）₁₈
（
︒
　
した
がっ
て︑
被告
が原
告に
対し
︑仮
に原
告が
原料
（重
油及
び灯
油）
を仕
入れ
︑茨
城県
所在
の軽
油精
製工
場に
原料
を
持ち
込み
︑軽
油の
製造
を委
託し
て軽
油を
製造
し︑
同工
場で
製造
され
た軽
油を
販売
譲渡
した
）₁₉
（
﹂と
すれ
ば（
ただ
し︑
原告
は否
認し
てい
る︒
）︑事
業所
得者
であ
り︑
それ
だけ
の危
険と
計算
にお
いて
不正
軽油
の取
引を
行っ
てい
るは
ずで
ある
︒し
かし
︑原
告の
陳述
によ
れば
︑そ
れだ
けの
危険
と計
算を
行っ
たと
認め
られ
難く
︑ま
た︑
リス
クを
負っ
たと
認め
てい
ない
︒
課
税
庁
も︑
そ
れ
だ
け
の
立
証
が
で
き
て
い
な
い
し︑
通
常
得
ら
れ
る
で
あ
ろ
う
所
得
も
示
し
て
い
な
い︒
（
も
っ
と
も︑
原
告
も︑
こ
の
点
に
つ
い
て
前
段
階
及
び
一
審
に
お
い
て
十
分
に
主
張
し
て
い
な
い︒
）
状
況
で︑
ど
う
し
て﹁
総
合
的
に
勘
案
﹂
し
て︑
原
告
の
行
為で
ある
とし
つつ
︑事
業所
得と
して
課税
しな
いの
か（
可能
なの
は︑
軽油
引取
税の
性格
は所
得税
（本
件で
は住
民税
）の
代替
課税
であ
ると
する
こと
であ
るが
︑そ
れは
通説
では
ない
）︒
　
した
がっ
て︑
﹁課
税要
件該
当性
がな
い﹂
（す
なわ
ち︑
課税
要件
に該
当す
る行
為が
ない
）と
する
こと
も十
分に
可能
であ
る︒
債権
放棄
をせ
ざる
を得
ない
とい
うこ
とは
︑﹁利
得を
得て
）₂₀
（
﹂は
おら
ず︑
﹁原
告の
果し
てい
る役
割は
︑補
助的
な関
与に
とど
まる
）₂₁
（
﹂か
ら﹁
主犯
とし
ての
行為
があ
った
﹂と
する
こと
は難
しい
︒
　（二
）　
東京
地判
平成
一八
年一
二月
一四
日
　
①
　
原
告
は︑
﹁
約
一
年
四
ヵ
月
に
わ
た
り
Ｄ
ら
か
ら
合
計
一
五
○
○
万
円
の
報
酬
を
も
ら
っ
た
が︑
原
告
自
ら
原
料
を
仕
入
れ
て
軽
油の
製造
を委
託し
た事
実︑
軽油
を販
売し
た事
実は
ない
︒﹂と
主張
しつ
づけ
てい
る︒
　
一
審
の
東
京
地
裁
は︑
﹁
軽
油
の
製
造
及
び
譲
渡
の
各
過
程
に
複
数
の
者
が
関
与
し
た
場
合
も
法
七
○
○
条
の
四
第
一
項
五
号
は
想
定
一四
して
いる
と解
され
ると
ころ
︑原
告が
同号
によ
り納
税義
務を
負う
とい
うた
めに
は︑
原告
が本
件軽
油取
引の
各過
程を
自ら
の手
で行
う必
要は
なく
︑原
告が
本件
軽油
取引
に主
体的
に関
与し
て共
同し
て軽
油を
製造
し︑
当該
製造
に係
る軽
油を
譲渡
し
た
と
評
価
で
き
る
場
合
は︑
納
税
義
務
を
免
れ
な
い
も
の
と
い
う
べ
き
で
あ
り︑
こ
の
こ
と
は
法
一
○
条
の
二
第
一
項
の
規
定
に
照
ら
し
て
も
明
ら
か
で
あ
る︒
﹂
と
し︑
﹁
本
件
軽
油
取
引
の
話
を
持
ち
か
け
ら
れ︑
こ
れ
を
承
諾
し︑
現
に
報
酬
を
得
て
い
た
も
の
で
あ
り︑
本
件
軽
油
取
引
に
主
体
的
に
関
わ
る
だ
け
の
十
分
な
動
機
が
あ
る
こ
と
は
否
定
し
難
い
と
こ
ろ
で
あ
る︒
﹂
と
し
て︑
主
体
性
が
あ
ると
する
）₂₂
（
︒こ
の説
示は
︑当
該法
案の
解釈
につ
いて
︑課
税庁
側の
解釈
をう
飲み
にし
︑な
ぜ︑
そう
いう
改正
が必
要に
なっ
たの
かを
説明
して
いな
い︒
本当
にそ
の理
由（課
税庁
自身
の解
釈
）₂₃
（
では
ない
︒）を
理解
して
いれ
ば︑
勝訴
直後
に債
権放
棄し
︑
所得
課税
のチ
ャン
スを
失う
こと
はな
い︒
あま
りに
も︑
形式
的に
当該
法律
を溯
及適
用し
てい
る︒
当該
法律
の改
正を
溯及
適用
して
いる
疑い
があ
る
）₂₄
（
︒
　
東
京
地
裁
は︑
そ
れ
に
続
き︑
次
の
よ
う
に
判
断
を
下
し
て
い
る︒
﹁
㋐
Ｂ
と
し
て
多
額
の
負
債
を
拘
え
て
経
済
的
に
困
窮
し
て
い
た
と
こ
ろ︑
知
人
の
紹
介
で
知
り
あ
っ
た
Ｄ
か
ら
の
本
件
軽
油
取
引
の
話
を
持
ち
か
け
ら
れ︑
こ
れ
を
承
諾
し︑
現
に
報
酬
を
得
て
い
た
（略
）︑㋑
﹁原
告名
義の
口座
に︑
本件
軽油
取引
に関
連す
る多
数回
︑多
額の
入出
金が
され
てい
るこ
とが
認め
られ
るの
であ
って
︑こ
れら
は原
告の
関与
なし
には
説明
でき
ない
﹂（略
）︑㋒
﹁原
告は
︑本
件軽
油取
引に
よっ
て︑
少な
くと
も約
六七
○
○万
円の
利得
を得
てい
ると
認め
られ
る︒
平成
一三
年七
月か
ら平
成一
四年
一○
月ま
での
約一
年四
カ月
の間
で上
記金
額の
利得
を得
てい
るこ
とは
︑社
会通
念上
相当
多額
の利
得を
得て
いる
とい
わざ
るを
得な
いし
︑証
拠上
認め
られ
る本
件軽
油取
引
に
係
る
製
造
原
油
相
当
額
で
あ
る
七
億
円
余
り（
略
）
と
対
比
し
て
も
少
な
く
な
い
金
額
の
所
得
を
得
て
い
る
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
）₂₅
（
︒﹂︑㋓
﹁原
告は
︑本
件軽
油取
引に
関し
て︑
Ｂの
名義
を貸
し︑
同社
の口
座を
決済
口座
とし
て利
用す
るこ
とを
許諾
し
てい
るこ
と︑
タン
クロ
ーリ
ーの
手配
︑
Ａと
の連
絡︑
その
他事
務連
絡を
行い
︑
軽油
の原
料の
運搬
と製
造軽
油の
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
一五
保
管
を
依
頼
す
る
た
め
に︑
Ｆ
を
Ｄ
ら
に
紹
介
す
る
等
の
役
割
を
果
し
て
い
る
こ
と
を
認
め
て
い
る︒
ま
た︑
（
略
）
原
告
は︑
軽
油
販
売
先
で
あ
る
Ｅ
に
Ｂ
の
代
表
者
と
し
て
訪
問
し
て
い
る
こ
と
や︑
軽
油
製
造
を
開
始
す
る
に
当
た
り︑
（
略
）
軽
油
製
造
の
原
料
を
原
告
が調
達し
てＡ
のタ
ンク
に運
び込
むこ
とや
︑委
託手
数料
等の
条件
につ
いて
話し
合っ
てい
るこ
と（
略）
︑Ｆ
は︑
（略
）に
対
し運
送料
の支
払い
を請
求し
てい
るこ
と（
略）
から
する
と︑
本件
軽油
取引
にお
ける
原告
の立
場を
単な
る調
整役
とし
てで
はな
く︑
主体
的に
取引
を行
う立
場に
ある
と考
えて
いた
もの
と解
する
のが
相当
であ
る﹂
︒そ
れに
基づ
き︑
﹁こ
れら
を総
合
考慮
すれ
ば︑
本件
軽油
取引
全般
にわ
たっ
て主
体的
な関
与を
した
もの
と評
価す
べき
であ
るし
︑こ
れら
の関
与の
対価
とし
て多
額の
利得
を得
たも
のと
いう
べき
であ
る︒
そう
する
と︑
この
よう
な原
告の
行為
を単
なる
手足
とし
ての
行為
にす
ぎな
いと
いう
こと
は到
底で
きな
いの
であ
って
︑む
しろ
︑本
件軽
油取
引に
対し
︑少
なく
とも
共同
経営
者と
して
主体
的に
関与
し
た
も
の
と
評
価
す
る
ほ
か
は
な
い
﹂︒
そ
れ
に
加
え
て︑
﹁
ち
な
み
に︑
﹁
原
告
は︑
Ｇ
の
刑
事
公
判
で
の
証
人
尋
問
に
お
い
て
は︑
自
ら
が
本
件
軽
油
取
引
に
主
体
的
に
関
与
し
て
い
た
こ
と
を
認
め
て
お
り
﹂
と
し
て︑
乙
二
三
号
を
引
用
し
て
い
る︒
そ
し
て︑
﹁
こ
の
こ
と
は︑
原
告
自
身
が︑
自
ら
の
役
割
を
単
な
る
手
足
と
は
考
え
て
い
な
か
っ
た
こ
と
を
裏
付
け
る
も
の
と
い
う
べ
き
で
あ
る︒
﹂
と
決
め
つけ
てい
る︒
その
うえ
で︑
本件
課税
処分
を認
容し
た︒
　
考え
るに
︑原
告は
︑一
五○
○万
円し
か受
けと
って
いな
いと
言い
つづ
けて
おり
︑そ
れを
立証
する
のは
課税
庁の
はず
で
ある
︒証
拠
提出
状況
（原
告の
要求
する
資料
を十
分に
開示
せず
︑釈
明に
も応
じな
い︒
）は
不十
分で
ある
︒判
決は
︑﹁少
なく
とも
約六
七○
○万
円の
利得
を受
けと
って
いる
﹂と
する
が︑
どこ
から
算出
され
てい
るの
かも
不明
であ
る︒
約六
七○
○万
円も
の利
得が
ある
ので
あれ
ば︑
租税
債権
の放
棄で
はな
く︑
通常
の執
行停
止措
置を
とり
︑三
年待
って
償却
する
ので
足り
る︒
仮に
原告
が破
産を
申し
立て
た場
合（
勝訴
確定
直後
に租
税債
権を
放棄
する
状況
では
︑破
産申
立は
認容
され
る可
能
性
が
高
い︒
し
か
し︑
租
税
債
権
は
免
責
さ
れ
な
い︒
）
に︑
免
責
さ
れ
な
い
租
税
債
権
を
追
求
し
つ
づ
け
る
の
で
あ
ろ
う
か︒
租
税
一六
債権
の実
現を
追求
し続
ける
のが
︑合
法性
の原
則で
あり
︑課
税庁
の職
責で
ある
︒も
っと
も︑
滞納
整理
担当
者と
すれ
ば課
税部
門が
断念
する
　　
すな
わち
︑課
税・
徴収
でき
ない
方法
）₂₆
（
を探
求す
るな
ど
　　
と楽
であ
るが
︑課
税庁
とし
ての
一貫
性
　　
同種
事件
の処
理と
の整
合性
）₂₇
（
を含
む︒
　　
に欠
ける
可能
性が
あり
︑一
層の
難し
さが
加わ
る︒
それ
を考
える
と︑
執行
停止
をし
た上
で租
税債
権を
三年
待っ
て償
却す
るの
が穏
当で
ある
︒そ
れに
もか
かわ
らず
︑い
きな
り租
税債
権を
放棄
する
の
は︑
合
法
性
の
原
性
に
反
す
る︒
ま
た︑
債
権
放
棄
せ
ざ
る
を
得
な
い
の
は
利
得︑
す
な
わ
ち︑
﹁
所
得
な
き
と
こ
ろ
に
課
税
せ
ず
﹂
の大
原則
に反
する
から
であ
る︒
なお
さら
︑課
税額
に見
合う
利得
が﹁
約六
七○
○万
円﹂
であ
るの
かに
つい
ても
︑原
告と
主
張
が
大
幅
に
相
違
す
る
に
も
か
か
わ
ら
ず︑
算
出
根
拠
は
示
さ
れ
て
い
な
い
）₂₈
（
︒
そ
も
そ
も︑
﹁
七
億
円
の
製
造
原
価
の
算
出
根
拠
は
何
か
）₂₉
（
︒七
億円
の製
造原
価で
約六
七○
○万
円の
利得
は妥
当で
ある
とす
るの
かに
つい
ても
説明
がな
い（
高リ
スク
に見
合わ
な
い
）︒
脱
税
事
件
と
取
消
訴
訟
の
間
の
認
定
が
異
な
る
場
合
に
は︑
製
造
原
価
の
計
算
の
調
整
は
非
常
に
困
難
を
来
た
す
た
め
に︑
逋
脱
事件
では
附表
がつ
けら
れる
︒す
なわ
ち︑
その
製造
原価
の算
定は
複雑
困難
であ
るの
に︑
判示
して
いる
製造
原価
の算
出根
拠は
示さ
れて
いな
い︒
課税
取消
事件
と逋
脱事
件と
の間
に認
定に
ズレ
が生
ずる
と︑
調整
に苦
労し
てい
るの
に︑
製造
原価
の内
容が
附さ
れて
ない
場合
︑複
雑な
問題
が生
ずる
）₃₀
（
︒
　
また
︑本
件事
案で
は︑
ペー
パー
・カ
ンパ
ニー
が何
社か
関与
して
いる
よう
であ
るが
︑こ
のこ
とは
不正
軽油
の取
引に
限
らな
い︒
国際
租税
にお
いて
は︑
ペー
パー
・カ
ンパ
ニー
は︑
もっ
と多
いの
で︑
ペー
パー
・カ
ンパ
ニー
）₃₁
（
があ
るか
らと
いっ
て︑
否認
に直
接結
びつ
ける
のは
早計
であ
る︒
包括
的否
認規
定も
発動
され
てい
ない
︒
　
さら
に︑
裁判
所は
︑法
人税
法一
三二
条と
同様
に考
えて
いる
とす
れば
︑所
得の
有無
が重
要と
なり
︑受
けと
った
報酬
と
全体
の所
得︑
さら
に原
価と
の関
係は
精査
され
なけ
れば
なら
ず︑
受取
った
報酬
及原
価は
課税
庁が
立証
すべ
きで
ある
︒原
告の
主張
によ
れば
︑課
税庁
は不
正軽
油取
引の
主体
的行
為者
の報
酬の
相場
及原
価を
示し
ては
おら
ず︑
また
︑主
体的
行為
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
一七
者が
受け
取る
べき
報酬
と課
税数
量と
が見
合っ
てい
ると
は言
い難
い︒
課税
数量
とそ
れか
ら生
ずる
所得
に課
税さ
れて
いな
いこ
とも
証明
され
てお
らず
︑ま
して
︑告
発さ
れて
いな
いこ
とを
説明
でき
ない
︒告
発さ
れて
いな
いと
いう
こと
は︑
軽油
引取
税の
課税
要件
該当
性を
充た
して
いな
いこ
とを
︑推
認す
べき
では
ない
のか
︒告
発は
︑そ
れだ
け重
い行
為で
ある
︒
　
課税
庁の
勝訴
判決
の確
定直
後に
債権
放棄
され
るだ
ろう
とい
う状
況は
係争
中に
既に
明白
に存
在
）₃₂
（
して
いる
︒そ
のこ
とは
事実
認定
が行
き届
いて
いな
かっ
たこ
と︑
及調
査が
十分
でな
かっ
たこ
とを
︑は
っき
りと
示し
てい
る︒
　
これ
らの
指摘
は︑
本来
なら
ば︑
不服
審査
段階
及第
一審
の段
階で
強く
主張
すべ
きで
︑し
かる
べき
反論
資料
・証
拠を
準
備し
てお
くべ
きで
ある
︒原
告は
︑述
べる
こと
は少
なく
︑資
料を
十分
に準
備し
なか
った
よう
であ
り︑
非常
に惜
しま
れる
︒
準備
して
おれ
ば︑
破産
を考
慮す
るこ
とは
なく
︑課
税庁
も債
権放
棄す
るこ
とも
なか
った
こと
が惜
しま
れる
︒不
正軽
油の
刑事
事件
の記
録を
安易
に
）₃₃
（
使わ
れる
こと
もな
かっ
たで
あろ
う︒
原告
が控
訴し
たの
は当
然で
ある
︒
　（三
）　
東京
高判
平成
二○
年七
月一
○日
　
①
　
東京
高判
平成
二○
年七
月一
○日
（平
成一
九年
︽行
コ︾
第一
一号
︑裁
判所
ＷＥ
Ｂ掲
載︒
民集
に要
約を
収録
）は
︑
東京
地判
平成
一八
年一
二月
一四
日の
控訴
審で
ある
︒控
訴審
にお
いて
︑新
たに
補佐
人一
名が
加わ
り︑
さら
に控
訴審
の公
判途
中か
ら弁
護士
が増
加し
た︒
　
その
ため
であ
ろう
か︑
訴訟
追行
に微
妙な
変化
がみ
られ
るが
︑原
告の
主張
の﹁
製造
をし
てお
らず
︑責
任を
負う
理由
は
ない
とい
うこ
と﹂
に変
化は
なく
︑そ
の理
由と
して
︑製
造さ
れた
もの
の所
有権
の所
在に
ウェ
イト
を置
くよ
うに
なっ
てい
る︒
原価
の算
定を
あま
り争
わず
︑利
得が
ない
とい
うこ
とを
必ら
ずし
も十
分に
主張
でき
てい
ると
はい
えな
い︒
課税
庁も
︑
形式
的に
対応
する
のみ
で︑
原告
が何
故に
徴収
問題
を持
ち出
した
のか
理解
せず
︑後
に租
税債
権を
全額
放棄
する
こと
にな
一八
る可
能性
を少
しも
想定
して
いな
い︒
課税
庁の
対応
に︑
地方
税の
徴収
率の
低さ
）₃₄
（
の原
因が
ひそ
んで
いる
︒原
告の
対応
方針
に対
し︑
控訴
審は
理解
を示
され
た︒
課税
庁に
乏し
いの
は︑
実質
的な
歳入
をい
かに
して
確保
する
かと
いう
歴代
の大
蔵大
臣の
ある
べき
信念
であ
る︒
　
②
　
原告
（控
訴人
）の
追加
主張
は︑
ⅰ﹁
課税
要件
明確
主義
）₃₅
（
の趣
旨か
らす
れば
︑課
税要
件を
充足
する
ため
の評
価の
対
照と
なる
事実
関係
は明
確な
もの
が必
要と
なる
とい
うべ
きと
ころ
︑本
件処
分は
︑そ
の前
提と
する
事実
関係
が説
得的
でな
い
﹂︑
ⅱ﹁
本
件
軽
油
取
引
の
時
点
で
こ
の
地
方
税
法
改
正
が
行
わ
れ
て
い
た
と
す
れ
ば︑
同
規
定︽
法
七
○
○
条
の
二
二
の
三
の
罰
則
規定
︾が
適用
され
てい
たと
考え
られ
る︒
そう
だと
すれ
ば︑
被控
訴人
の本
件処
分は
︑同
規定
を適
用し
たも
ので
︑違
法で
あ
る︒
﹂
ⅲ﹁
本
件
処
分
は︑
こ
の
点
を
看
過
し︑
控
訴
人
を
単
独
の
納
税
義
務
者
と
し
て
い
る︒
し
か
し︑
共
同
し
て
製
造︑
販
売
を
した
者の
ひと
りの
みに
対し
て課
税
する
こと
を許
容す
る税
法上
の規
定は
存在
しな
い︒
﹂ⅳ
﹁（軽
油製
造依
頼に
つい
て︑
控
訴人
がＡ
に軽
油の
製造
を委
託し
たこ
とは
なく
︑ま
たＡ
との
間で
︑製
造さ
れた
軽油
の所
有権
が原
始的
に控
訴人
に帰
属す
る旨
の合
意を
した
事実
もな
い︒
Ａの
軽油
製造
過程
にお
いて
︑Ａ
が控
訴人
の持
ち込
んだ
材料
を用
いて
製造
を行
った
かは
不明
であ
り︑
Ａと
控訴
人と
が結
んだ
とさ
れる
契約
が請
負契
約で
ある
のか
につ
いて
すら
疑問
が存
在す
る︒
控訴
人が
Ａと
契約
を結
んだ
とし
ても
︑そ
の契
約は
軽油
の売
買契
約で
ある
可能
性が
あり
︑Ａ
はそ
の製
造し
た軽
油の
所有
権を
原始
取得
した
上で
︑こ
れを
控訴
人に
譲渡
した
疑い
があ
ると
いう
べき
であ
る﹂
であ
る︒
　
こ
れ
を
受
け
て︑
東
京
高
裁
第
24民
事
部
は︑
﹁
結
局
の
と
こ
ろ︑
そ
の
余
の
点
を
検
討
す
る
ま
で
も
な
く︑
控
訴
人
が
軽
油
の
製
造
を
し
て︑
当
該
製
造
に
係
る
軽
油
を
他
の
者
に
譲
渡
し
た
と
い
う
こ
と
は
で
き
な
い︒
（
略
）
以
上
の
次
第
で
本
件
処
分
は
課
税
要
件
を
欠
く
違
法
な
も
の
と
い
わ
ざ
る
を
得
な
い
か
ら︑
取
消
し
を
免
れ
な
い︒
﹂
と
し
た︒
基
本
的
に︑
原
告
側
の
主
張
を
認
め
た︒
も
っ
と
も︑
﹁
そ
の
余
の
点
を
検
討
す
る
ま
で
も
な
く
﹂
と
し
て
い
る
点
に
つ
い
て
は︑
も
う
少
し
付
言
し
て
ほ
し
か
っ
た︒
そ
の
後
の
争
い
方
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
一九
にも
影響
する
から
であ
る︒
　
③
東
京
高
裁
は︑
そ
の
理
由
と
し
て︑
﹁
法
七
○
○
条
の
四
第
一
項
五
号
の﹃
軽
油
の
製
造
を
し
て
﹄
は
犯
罪
構
成
要
件
で
も
あ
る
か
ら︑
厳
格
な
解
釈
を
旨
と
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
こ
ろ︑
﹃
譲
渡
﹄
の
前
段
階
で
あ
る﹃
製
造
﹄
と
は︑
文
言
ど
お
り︑
社
会
通
念
に
従い
材料
又は
物理
的若
くは
化学
的な
変化
を与
え︑
操作
を加
える
こと
によ
り︑
軽油
を造
り出
し︑
造ら
れた
軽油
を造
り出
し︑
造
ら
れ
た
軽
油
の
所
有
権
を
原
始
的
に
取
得
す
る
こ
と
を
意
味
す
る
と
解
す
べ
き
で
あ
る︒
な
ぜ
な
ら
ば︑
所
有
権
移
転
を
伴
う
﹃
譲
渡
﹄
を
す
る
に
は
軽
油
の
所
有
権
が
帰
属
し
て
い
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
し（
犯
罪
構
成
要
件
の
観
点
か
ら
し
て
も︑
所
有
権
の
帰
属
を問
題と
しな
けれ
ば﹃
製造
﹄も
﹃譲
渡﹄
もそ
の概
念を
画す
るこ
とが
でき
ない
︒）︑所
有権
の原
始取
得を
する
こと
が﹃
製
造
﹄
の
通
常
の
用
語
例
に
合
致
す
る
か
ら
で
あ
る（
略
）﹂︒
さ
ら
に（
略
）
改
正
後
の
法
七
○
○
条
の
四
第
一
項
が（
略
）﹁
と
規
定
し︑
﹃
軽
油
の
製
造
を
行
っ
た
者
﹂
が
納
税
義
務
者
と
連
帯
し
て
軽
油
引
取
税
を
納
付
す
る
義
務（
補
完
的
納
税
義
務
）
を
負
う
こ
と
と
さ
れ
てい
るこ
とと
の関
係で
も︑
﹃製
造﹄
につ
いて
上の
よう
に解
する
こと
で全
体と
して
整合
的な
解釈
をす
るこ
とが
でき
る﹂
︒
　（
略
）﹁
本
件
に
お
い
て（
略
）
具
体
的
に
は︑
Ａ
に
よ
っ
て
製
造
さ
れ
た
軽
油
を
控
訴
人
が
原
始
取
得
し
た
と
認
め
ら
れ
る
か
否
か
が
問
題
と
な
る（
略
）︒
こ
れ
ら
に
よ
れ
ば︑
Ａ
は︑
あ
ら
か
じ
め
重
油
等
の
原
料
を
加
工
し
て
軽
油
を
製
造
し
て
お
き︑
そ
の
中
か
ら︑
新た
に原
料で
ある
重油
と灯
油を
持ち
込ん
だ顧
客に
対し
てそ
の合
計量
と同
量の
軽油
を引
き換
えに
渡し
︑こ
れと
とも
に一
リッ
トル
当た
りい
くら
とし
て定
めた
金額
を加
工賃
と称
して
取得
する
とい
う取
引を
して
いた
可能
性が
高い
とい
わざ
るを
得な
い︒
その
場合
︑特
段の
事情
がな
い限
り︑
Ａが
製造
した
軽油
はひ
とま
ずは
Ａの
所有
物と
なる
と考
えら
れる
とこ
ろ︑
こ
の
特
段
の
事
情
を
認
め
る
に
足
り
る
証
拠
は
な
い（
略
）︒
そ
う
だ
と
す
る
と︑
控
訴
人
が
Ａ
と
軽
油
製
造
に
関
わ
る
取
引
を
し
て
い
たと
して
も︑
製造
され
た軽
油を
控訴
人が
原始
取得
した
と認
める
こと
は困
難で
ある
から
︑控
訴人
が軽
油を
製造
した
とは
認め
られ
ない
﹂︒
二〇
　
東京
高裁
は︑
原告
の主
張を
前向
きに
受け
入れ
たが
︑課
税庁
の地
裁段
階の
主張
を必
ずし
も全
面的
に排
斥し
てい
ない
︒
もっ
とも
︑消
費税
との
関連
）₃₆
（
︑所
得税
・住
民税
との
関連
︑勝
訴後
の債
権放
棄と
の関
連
）₃₇
（
につ
いて
言及
され
てい
ない
が︑
原
告側
にも
一端
の責
がな
いと
は言
えな
い︒
 　（四
）　
最高
裁平
成二
二年
二月
一六
日第
三小
法廷
判決
　
①
　
東京
高判
平成
二〇
年七
月一
〇日
第三
小法
廷判
決に
対し
︑課
税庁
（東
京都
新宿
都税
事務
所長
）は
︑平
成二
〇年
七
月
二
三
日
に
上
告
受
理
を
申
立
て
た︒
申
立
理
由
は︑
イ
控
訴
裁
判
所
で
あ
る
高
等
裁
判
所
の
判
例
と
相
反
す
る
判
断
の
存
在︑
ロ
法
七〇
〇条
の四
第一
項五
項︑
法七
〇〇
条の
四の
二の
解釈
の誤
り
）₃₈
（
︑ハ
製造
委託
によ
って
出来
上が
った
軽油
の所
有権
の帰
属
主体
の認
定に
おい
て︑
採証
法則
︑経
験則
があ
るこ
と︑
ニ上
告審
にお
いて
法令
解釈
の統
一を
する
に適
して
いる
こと
︑ホ
判決
に影
響を
及ぼ
す乙
とか
明ら
かな
法令
違反
があ
るこ
と︑
ヘ原
判決
は行
政目
的の
円滑
な執
行を
妨げ
るこ
とを
︑掲
げて
いる
︒債
権放
棄の
可能
性に
つい
ては
言及
され
てい
ない
︒
　
これ
に対
し︑
最高
裁第
三小
法廷
は︑
平成
二一
年一
二月
一日
に上
告受
理決
定を
した
︒最
高裁
は民
訴法
三一
八条
一項
の
事件
に当
たる
が︑
申立
ての
理由
中︑
第四
の部
分（
すな
わち
︑法
七〇
〇条
の四
第一
項五
項及
法七
〇〇
条の
四の
二の
解釈
の誤
り）
以外
は重
要で
ない
とし
て排
除し
た︒
しか
し︑
ひん
発す
る不
正軽
油の
取締
りと
いう
大目
的か
らす
れば
︑帰
属主
体の
認定
誤り
や執
行妨
害は
より
重要
のは
ずで
あり
︑事
件の
性格
を誤
解し
てい
る︒
本件
では
︑行
為の
認定
（課
税要
件該
当性
）が
争わ
れて
いた
ので
あり
︑無
理に
解釈
に結
びつ
けて
いる
︒最
高裁
の判
示も
︑積
極的
理由
づけ
に乏
しい
︒
　
口
頭
弁
論
を
経
て
）₃₉
（
︑
平
成
二
二
年
二
月
一
六
日︑
第
三
小
法
廷
は︑
原
判
決
を
破
棄
し
東
京
高
裁
に
差
戻
し
た（
民
集
六
四
巻
二
号
三四
九頁
）︒
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
二一
　
②
　
破棄
差戻
理由
の要
旨は
︑次
の通
りで
ある
︒（上
告の
）﹁趣
旨か
らす
れば
︑本
件関
連規
定は
︑本
件規
定等
に基
づく
軽油
引取
税の
納税
義務
者が
他に
存在
する
こと
が明
らか
であ
る場
合は
もと
より
︑上
記納
税義
務者
が存
在す
るか
否か
が不
明で
ある
場合
（す
なわ
ち︑
物理
的に
軽油
の製
造を
行な
った
者が
︑実
際に
は本
件規
定等
に基
づく
本来
の納
税義
務者
であ
る可
能性
を排
除す
るこ
とが
でき
ない
場合
）に
も適
用し
得る
もの
と解
すべ
きで
ある
︒そ
うす
ると
︑本
件関
連規
定に
いう
﹃
軽
油
の
製
造
を
行
っ
た
者
﹄
と
本
件
規
定
に
基
づ
く
軽
油
引
取
税
の
納
税
義
務
者
と
を
原
審
の
よ
う
に
峻
別
す
べ
き
理
由
は
な
い
と
い
わざ
るを
得な
い︒
　
した
がっ
て︑
軽油
の製
造及
び譲
渡に
関与
した
行為
者が
複数
存在
する
場合
にお
いて
︑造
り出
され
た軽
油の
原始
的所
有
権の
帰属
に加
え︑
軽油
の製
造及
び譲
渡に
係る
全過
程に
おけ
る各
行為
者の
行為
態様
及び
その
意図
︑各
行為
者間
にお
ける
利益
及び
リス
クの
帰属
等の
諸要
素を
総合
的に
勘案
した
結
果︑
上記
過程
にお
いて
実質
的に
果た
して
いた
役割
から
みて
︑
ある
者が
当該
軽油
を製
造し
てこ
れを
他に
譲渡
して
いた
もの
と評
価す
るこ
とが
でき
ると
きに
は︑
その
者が
法的
にみ
て当
該軽
油の
所有
権を
原始
的に
取得
した
とは
いえ
ない
とい
うだ
けの
理由
で︑
本件
規定
に基
づく
納税
義務
者に
当た
らな
いと
いう
こと
はで
きな
い︒
（略
）﹂
　﹁
被
上
告
人
が
管
理
す
る
会
社
の
名
義
を
使
用
し︑
同
社
や
被
上
告
人
名
義
の
口
座
を
理
用
し
て︑
販
売
代
金
の
徴
収︑
各
種
経
費
の
支払
等に
関し
て主
導的
な役
割を
果た
し︑
これ
らの
関与
の対
価と
して
多額
の利
益を
得て
おり
︑本
件軽
油の
取引
にか
かわ
った
関係
も
︑被
上告
人を
単な
る連
絡役
では
なく
主体
的に
取引
を行
なう
立場
の者
とみ
なし
てい
たこ
とが
うか
がわ
れる
︒
　
6　
以上
によ
れば
︑本
件軽
油取
引に
被上
告人
の役
割に
つい
て何
ら検
討す
るこ
とな
く︑
被上
告人
が軽
油の
所有
権を
原
始取
得し
てい
なか
った
こと
のみ
を理
由と
して
︑被
上告
人を
本件
規定
に基
づく
軽油
引取
税の
納税
義務
者で
ある
と解
する
余地
はな
いと
した
原審
の判
断に
は︑
判決
には
影響
を及
ぼす
こと
が明
らか
な法
令の
違反
があ
る︒
論旨
はこ
の趣
旨を
いう
二二
もの
とし
て理
由が
あり
︑原
判決
は破
棄を
免れ
ない
﹂︒
　
③
　
しか
し︑
重要
なの
は︑
課税
要件
に該
当す
る行
為が
あり
︑か
つ︑
その
行為
が原
告の
行為
とい
える
かど
うか
であ
る︒
判示
は︑
上告
理由
をな
ぞり
︑財
産す
なわ
ち利
得が
なく
租税
債権
の金
額の
放棄
をす
ると
利得
があ
ると
いえ
るの
か否
かに
つい
て︑
無視
して
いる
︒
　
さら
に︑
高裁
判決
は原
始取
得し
てい
なか
った
こと
のみ
を理
由と
して
はお
らず
︑課
税庁
の他
の主
張を
排斥
して
いる
の
であ
り︑
高裁
判決
を誤
解し
てい
る︒
原始
取得
して
いれ
ば︑
課税
取扱
金額
に見
合う
報酬
は︑
一五
〇〇
万円
どこ
ろで
はな
く︑
少
く
と
も
二
億
円
は
超
え
る
は
ず
で
あ
る（
輝
発
油
税
の
不
正
取
引
で
は︑
も
っ
と
利
得
が
あ
り︑
絶
対
に
債
権
放
棄
す
る
こ
と
に
な
ら
な
い
）︒
途
中
で
何
ら
か
の
失
敗
で
利
得
を
失
っ
た
と
す
れ
ば︑
課
税
庁
は
そ
の
こ
と
を
主
張
す
る
は
ず
で
あ
る︒
高
裁
判
決
は︑
それ
を指
摘す
るこ
とを
省略
して
いる
（も
っと
も︑
原告
もそ
のこ
とを
十分
に主
張し
てい
ない
︒）︒東
京高
裁は
︑課
税
庁を
国税
当局
と同
視し
てお
り︑
地方
税当
局は
それ
だけ
の主
張立
証が
でき
てお
らず
︑し
たが
って
︑原
告に
課税
対象
とな
る行
為は
ない
と判
断し
たも
のと
解す
る︒
課税
庁は
︑地
方公
共団
体の
調査
能力
が国
税当
局に
劣る
とい
うこ
とを
︑結
果的
に自
認し
てい
るの
に等
しい
︒
　
そし
て︑
法七
〇〇
条の
四第
一項
五号
（本
件規
定）
にい
う﹁
譲渡
をす
る者
﹂と
七〇
〇条
の四
の二
第一
項（
本件
関連
認
定）
にい
う﹁
軽油
の製
造を
行っ
た者
﹂と
が異
なり
うる
こと
は私
も否
定し
ない
︒け
れど
も︑
いず
れも
不正
軽油
に対
応す
る趣
旨の
規定
であ
る︒
一方
が︑
罰則
規定
であ
ると
課税
庁は
主張
して
いる
が︑
逋脱
事件
にな
れば
︑ま
さに
課税
規定
その
もの
とな
る︒
逋脱
事件
と課
税取
消事
件を
でき
るだ
け同
じよ
うに
解す
る立
場に
たて
ば︑
原審
の東
京高
裁判
決の
よう
に割
りき
る点
には
ひっ
かか
ると
して
も︑
本件
では
何故
か逋
脱事
件と
され
ず︑
課税
数量
に見
合う
利得
はな
く（
委託
に見
合う
報酬
の相
場の
三分
の一
未満
にす
ぎず
︑と
ても
主体
的
行為
者と
はい
えな
い︒
）︑勝
訴確
定後
に租
税債
権を
放棄
した
事案
で
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
二三
あり
︑課
税庁
は本
件規
定の
解釈
を誤
って
いる
︒そ
して
︑所
得課
税に
見合
う課
税も
され
てお
らず
︑さ
らに
は︑
連帯
納税
義務
（規
定上
はそ
うな
って
いる
︒）と
して
の課
税も
本件
では
なさ
れて
いな
い（
徴収
法を
課税
庁は
理解
して
いな
い）
︒そ
うし
た事
実関
係の
認定
には
納得
でき
ない
︒も
し︑
連帯
納税
義務
であ
るな
らば
︑納
税告
知が
必要
であ
り︑
軽油
引取
税の
賦課
処分
で代
用で
きる
とい
うの
であ
ろう
か
）₄₀
（
︒さ
らに
︑連
帯納
税義
務の
確定
手続
とい
う問
題を
惹起
して
いる
︒
　（五
）　
東京
高判
平成
二二
年一
一月
二五
日判
決・
最高
裁平
成二
三年
六月
二四
日第
二小
法廷
判決
　
①
　
最高
裁平
成二
二年
二月
一六
日第
三小
法廷
判決
によ
り︑
東京
高判
平成
二〇
年七
月一
〇日
が破
棄さ
れ︑
原審
に差
戻
され
た︒
最高
裁が
︑単
に解
釈に
とど
まら
ず︑
事実
認定
につ
いて
も詳
しく
言及
して
いる
こと
を受
け︑
差戻
審の
審理
）₄₁
（
は︑
当初
の控
訴審
と一
変し
た︒
その
結果
︑平
成二
二年
一一
月二
五日
︑課
税処
分が
全面
的に
維持
され
た︒
　
差
戻
審
は︑
本
件
に
お
い
て︑
控
訴
人
が
軽
油
の
製
造
を
し
て
他
の
者
に
譲
渡
し
た
と
い
え
る
か
否
か
は︑
﹃
造
り
出
さ
れ
た
軽
油
の
原始
的所
有権
の帰
属に
加え
︑軽
油の
製造
及び
譲渡
に係
る全
過程
にお
ける
各行
為者
の行
為態
様及
びそ
の意
図︑
各行
為者
間
に
お
け
る
利
益
及
び
リ
ス
ク
の
帰
属
等
の
諸
要
素
﹄
を
総
合
的
に
勘
案
し
て
判
断
す
べ
き
で
あ
る︒
（
略
）
以
上
の
諸
点
を
総
合
的
に
勘案
する
と︑
仮に
造り
出さ
れた
軽油
の原
始的
所有
権が
控訴
人に
帰属
する
もの
では
なか
った
とし
ても
︑控
訴人
が本
件軽
油取
引に
おい
て果
たし
た実
質的
役割
から
みれ
ば︑
控訴
人は
︑軽
油の
製造
をし
てこ
れを
他の
者に
譲渡
して
いた
もの
と評
価
す
る
こ
と
が
で
き
る
も
の
と
い
う
べ
き
で
あ
る︒
﹂
と
し
た︒
そ
し
て︑
そ
の
他
の
控
訴
人
の
主
張
を
す
べ
て
排
斥
し︑
課
税
処
分
を
認容
した
︒
　
上告
審を
忠実
にな
ぞり
︑軽
油取
引の
リス
ク︑
利得
の相
場︑
原価
を何
ら考
慮し
てい
ない
（も
っと
も︑
原告
側の
主張
︑
二四
立
証
も
そ
れ
ら
の
点
に
つ
い
て
の
十
分
な
主
張︑
立
証
で
は
な
い
）︒
さ
ら
に︑
徴
収
の
問
題
及
び
破
産
の
可
能
性（
さ
ら
に︑
債
権
放
棄も
）を
何ら
顧慮
して
いな
い︒
準備
書面
に記
され
てい
るの
であ
るが
︒そ
の結
果︑
本稿
で述
べる
よう
に難
しい
問題
を引
きお
こし
た︒
　
②
　
納税
者は
︑こ
れに
対し
て再
上告
した
が︑
平成
二二
年六
月二
四日
に第
二小
法廷
（平
成二
三年
行︽
ツ︾
第一
一七
号
及び
二三
年行
︽ヒ
︾第
二二
八号
は︑
単な
る法
令違
反の
主張
であ
ると
して
︑上
告棄
却︑
不受
理と
なっ
た︒
税務
訴訟
とし
て十
分予
測さ
れる
事態
であ
る︒
第八
章
　
まと
めに
かえ
て
　（
一
）
私
は︑
こ
れ
ま
で
国
士
舘
大
学
に
勤
務
す
る
ほ
か︑
そ
の
前
に
公
務
員
と
し
て
三
権
に
つ
と
め︑
多
く
の
租
税
事
件
に
関
与
し
てき
た︒
それ
ぞれ
求め
られ
る立
場に
沿っ
て責
を果
して
きた
が︑
課税
処分
維持
の理
由の
みを
考え
てき
たわ
けで
はな
い︒
　
考え
てき
たこ
とは
︑イ
歴史
をふ
まえ
て︑
国税
と地
方税
の双
方に
通じ
る理
論で
ある
こと
︑ロ
課税
処分
と滞
納処
分の
統
一的
理解
︑ハ
脱税
事件
と課
税事
件の
統一
的理
解の
三点
であ
る︒
本稿
では
︑そ
の延
長と
して
︑各
種加
算税
と逋
脱と
の関
係に
つい
て︑
国税
と地
方税
の両
面か
ら考
察を
試み
た︒
能力
不足
から
中途
半端
なも
のと
なっ
たこ
とに
つき
了承
賜わ
れば
幸い
であ
る︒
なお
︑期
間が
乏し
くな
ると
とも
に︑
新し
い判
決に
いれ
かえ
たた
め︑
当初
の構
成を
変更
した
︒
　（
二
）
①
扱
っ
た
判
例
の
う
ち︑
最
高
裁
平
成
一
八
年
四
月
二
〇
日
第
一
小
法
廷
判
決
は︑
た
ま
た
ま
税
理
士
と
し
て
受
任
し
た
だ
け
では
税理
士が
隠ぺ
い仮
装し
たこ
とに
はな
らな
いと
し︑
納税
者が
依頼
した
者の
行為
を納
税者
本人
が義
務違
反状
態を
防止
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
二五
し得
る可
能性
があ
った
かを
判断
し︑
税理
士の
隠ぺ
い仮
装行
為を
容易
に認
識し
得た
とい
うべ
き事
情も
認め
られ
ない
とし
て︑
過少
申告
加算
税の
みを
認め
た︒
すな
わち
︑他
人の
行為
を納
税者
の行
為と
同視
する
こと
に慎
重で
ある
︒
　
また
︑最
高裁
平成
一八
年四
月二
五日
第三
小法
廷判
決（
第二
章）
は︑
原告
の譲
渡所
得税
につ
き税
務署
が行
った
処分
に
対
し︑
自
ら
は
税
理
士
及
び
現
役
の
税
務
署
職
員
が
行
っ
た
犯
罪
行
為
の
被
害
者
で
あ
る
と
主
張
し
た
事
例
で
あ
る︒
こ
こ
で
は︑
﹁
真
に納
税者
の責
めに
帰す
るこ
との
でき
ない
客観
的な
事情
もあ
り︑
過少
申告
加算
税の
趣旨
に照
らし
ても
なお
納税
者に
過少
申
告
加
算
税
を
賦
課
す
る
こ
と
が
不
当
又
は
酷
に
な
る
場
合
に
当
た
る
と
い
う
こ
と
が
で
き
る
と
し
て︑
﹁
正
当
な
理
由
﹂
と
納
税
者
の
行為
とい
える
かど
うか
を区
別し
て考
える
とし
た︒
　
こ
れ
に
対
し︑
最
高
裁
平
成
一
七
年
一
月
一
七
日
第
二
小
法
廷
判
決（
第
三
章
）
は︑
﹁
被
上
告
人
は︑
Ａ
税
理
士
が
架
空
経
費
の
計
上な
どの
違法
な手
段に
より
税額
を減
少
させ
よう
と企
図し
てい
るこ
とを
了知
して
いた
とみ
るこ
とが
でき
るか
ら︑
特段
の
事情
のな
い限
り︑
被上
告人
に同
税理
士が
（略
）事
実を
隠ぺ
いし
︑又
は仮
装す
るこ
とを
容認
して
いた
と推
認す
るこ
とが
相当
であ
る﹂
とし
た︒
ここ
では
︑一
部の
行為
と全
体の
行為
とを
区別
する
こと
を認
めて
いる
︒そ
こで
は︑
一部
でも
﹁意
思
の
連
絡
が
あ
る
﹂
と
し
て︑
一
部
の
行
為
と
全
体
の
行
為
と
を
区
別
す
る
こ
と
を
認
め
た︒
こ
こ
ま
で
で︑
最
高
裁
も﹁
一
部
の
行
為﹂
と﹁
全体
の行
為﹂
︑﹁本
人の
行為
﹂と
﹁第
三者
の行
為﹂
の区
別を
して
いる
こと
が明
らか
であ
る︒
　
これ
に対
し︑
神戸
地裁
平成
八年
二月
二一
日判
決（
第四
章）
は︑
滞納
行為
を連
帯の
関係
のな
い第
三者
の両
者が
なし
て
いる
と認
めた
もの
であ
る︒
ここ
でも
納税
者の
行為
と第
三者
の行
為が
区別
され
てい
る︒
　
こ
れ
に
対
し︑
京
都
地
裁
平
成
五
年
三
月
一
九
日
判
決（
第
五
章
）
は︑
﹁
補
助
者
の
し
た
申
告
の
効
果︑
態
様
は︑
そ
の
ま
ま︑
納
税者
自身
の申
告と
なり
︑そ
の行
為︑
態様
と同
視さ
れ
る﹂
とし
て︑
第三
者の
行為
を本
人の
行為
と扱
う契
機と
なっ
てい
る︒
しか
し︑
本件
は︑
司法
書士
に委
任し
︑相
談人
が自
ら巨
額の
預金
を除
外し
たほ
かに
︑関
係者
の特
殊性
を考
える
と︑
違法
二六
行為
を防
止し
えた
のに
防止
しな
かっ
たと
認め
るの
が相
当な
事案
であ
る︒
納税
者と
第三
者の
行為
を区
別し
てい
るこ
とに
かわ
りは
ない
︒
　
大
阪
高
裁
平
成
二
年
四
月
二
四
日
判
決（
第
六
章
）（
判
例
タ
イ
ム
ズ
七
六
三
号
二
一
六
頁
）
は︑
重
加
算
税
を
賦
課
す
る
こ
と
が
で
きな
いと
した
数少
ない
例で
ある
︒期
限内
申告
の要
件が
欠落
して
いる
が︑
悪質
な事
案で
ある
もの
の︑
一部
当事
者に
は悪
意が
ない
とさ
れた
事例
であ
る︒
構成
要件
該当
性が
慎重
に判
断さ
れ期
限内
申告
の要
件が
欠け
ると
され
たも
ので
︑事
実審
及前
置訴
訟の
弁護
活動
が充
実し
た成
果で
ある
︒
　
②
　
最
高
裁
平
成
二
二
年
二
月
一
六
日
第
三
小
法
廷
判
決（
第
七
章︒
裁
判
所
時
報
一
五
〇
二
号
一
頁︒
民
集
六
四
巻
三
号
七
九
一
頁）
は第
六章
まで
の事
例と
異な
り︑
一審
で原
告敗
訴後
︑第
一次
控訴
審（
東京
高判
平成
二〇
年七
月一
〇日
）で
原告
が逆
転勝
訴し
た︒
けれ
ども
︑第
一次
上告
審で
原審
破棄
差戻
とな
り︑
再控
訴審
︑再
上告
審（
上告
棄却
︑上
告不
受理
）で
原告
は敗
訴し
た︒
　
こ
の事
案は
︑﹁は
じめ
に﹂
の中
で︑
﹁た
また
ま一
ロッ
トの
取引
にそ
の名
義を
第三
者に
貸し
ただ
けに
とど
まる
場合
︑第
三者
の行
った
不正
取引
の全
部の
責任
を名
義を
貸し
ただ
けに
とど
まる
者に
問え
るの
か︑
争わ
れた
事例
﹂と
して
紹介
した
︒
不正
軽油
の事
案は
︑本
件に
限ら
ない
が︑
イ他
の取
引関
係者
と違
い︑
なぜ
か逋
脱事
件と
なら
ず︑
ロ一
部の
行為
にす
ぎず
︑
しか
も主
体的
行為
者と
は言
い難
く︑
ハ一
部の
行為
に対
する
受取
報酬
も軽
油取
引税
の課
税数
量や
金額
に見
合っ
てお
らず
︑
住民
税の
課税
とも
釣り
合い
がと
れな
いし
︑ニ
勝訴
後に
課税
庁が
債権
放棄
した
ため
課税
の意
味が
なく
なっ
た等
の問
題が
ある
︒原
告に
つい
て︑
私は
軽油
取引
税の
課税
要件
該当
性を
充た
さな
いし
︑主
体的
行為
者で
はな
いと
考え
る︒
　
軽油
取引
税の
課税
につ
いて
は形
式上
勝訴
とな
って
も︑
債権
放棄
をす
る事
情を
考慮
にい
れれ
ば︑
課税
に無
理が
ある
事
案と
なり
︑国
税庁
であ
れば
課税
をし
ない
であ
ろう
（国
税庁
は課
税し
てい
ない
）し
︑課
税す
るな
らば
徴収
に工
夫を
した
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
二七
（
1）　
評
釈
等
と
し
て
︑
品
川
芳
宣
﹁
税
研
一
三
八
号
（
九
一
年
七
月
号
）﹂
高
野
幸
大
﹁
ジ
ュ
リ
ス
ト
一
〇
〇
三
号
﹂︑
田
中
治
﹁
シ
ュ
ト
イ
エ
ル
三
六
五
号
﹂︑
判
例
タ
イ
ム
ズ
七
六
三
号
の
コ
メ
ン
ト
な
ど
︒
（
2）　
前掲
品川
芳宣
評釈
は
︑
申告
期限
の関
係に
︑
かな
り言
及し
てい
る
︒
たし
かに
︑
申告
期限
が問
題と
なる
こと
は少
なく
︑﹁
正当
理
由
﹂
か
﹁
隠
ぺ
い
︑
仮
装
﹂
で
争
わ
れ
る
方
が
多
い
︒
そ
う
し
た
面
か
ら
﹁
正
当
事
由
﹂
に
つ
い
て
論
じ
ら
れ
る
こ
と
が
多
い
︒
（
3）　
本
人
か
ら
依
頼
を
受
け
た
第
三
者
が
か
ら
む
脱
税
事
件
は
多
く
︑
課
税
︑
査
察
の
両
面
に
わ
た
っ
て
処
理
が
な
さ
れ
て
い
る
︒
（
4）　
本
件
に
お
い
て
も
︑
逋
脱
の
追
及
の
範
囲
可
能
性
は
広
か
っ
た
は
ず
で
あ
る
︒
誰
か
に
頼
ん
で
税
を
減
ら
す
と
い
う
の
は
︑
ま
さ
に
逋
脱
と
い
う
べ
き
で
あ
る
か
ら
で
あ
る
︒
（
5）　
高
裁
判
決
の
説
示
に
よ
る
限
り
︑
Ｂ
は
有
罪
と
な
っ
て
い
る
が
︑
Ａ
は
有
罪
と
な
さ
れ
て
い
な
い
︒
し
た
が
っ
て
︑
Ａ
は
逋
脱
犯
と
し
て
は
起
訴
さ
れ
て
い
な
い
と
思
わ
れ
る
︒
次
章
の
事
件
は
同
種
の
事
件
が
全
国
に
多
発
し
て
い
た
こ
と
を
考
え
る
と
︑
逋
脱
犯
と
し
て
起
訴
す
る
可
能
性
は
高
い
の
に
︑
起
訴
さ
れ
て
い
な
い
︒
（
6）　
刑
事
法
理
論
に
依
拠
し
う
る
と
考
え
ら
れ
る
範
囲
に
お
い
て
可
能
な
か
ぎ
り
そ
れ
を
応
用
し
つ
つ
︑
租
税
秩
序
違
反
法
（
租
税
過
料
法
）
の
な
か
に
各
種
の
加
算
税
ま
た
は
加
算
金
を
位
置
づ
け
し
よ
う
と
す
る
こ
と
に
お
い
て
︑
木
村
弘
之
亮
﹁
重
加
算
税
﹂
日
税
研
論
集
一
三
号
六
五
頁
に
大
い
に
示
唆
を
受
け
た
︒
井
上
む
つ
き
﹁
加
算
税
に
関
す
る
刑
法
理
論
か
ら
の
考
察
﹂
税
研
一
七
六
号
一
〇
〇
頁
も
︑
同
じ
方
向
に
あ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
る
︒
（
7）　
注
（
1）
の
高
野
幸
大
評
釈
は
権
利
確
定
主
義
か
ら
昭
和
五
九
年
分
の
所
得
と
判
史
が
認
定
し
た
の
は
正
当
と
し
て
い
る
の
に
対
し
︑
品
川
評
釈
は
︑
そ
の
認
定
は
不
当
と
し
て
い
る
︒
（
8）　
訴
外
Ｂ
～
Ｄ
と
い
っ
た
グ
ル
ー
プ
に
対
す
る
対
応
と
し
て
は
︑
課
税
庁
と
し
て
も
︑
従
前
か
ら
苦
労
し
て
い
た
は
ず
で
あ
る
︒
永
年
の
苦
労
の
末
︑
更
正
処
分
を
行
っ
た
結
果
︑
訴
訟
と
な
っ
た
事
例
を
何
件
か
承
知
し
て
い
る
が
︑
そ
れ
ら
の
事
例
と
比
較
す
る
と
︑
本
件
大
阪
高
判
は
厳
し
い
︒
であ
ろう
︒
　
全体
とし
て︑
本稿
で扱
った
一連
の事
案に
つき
︑加
算税
と課
税要
件に
つい
て︑
納税
者と
納税
者以
外の
者の
行為
を区
別
して
︑で
きる
だけ
逋脱
と共
通に
考え
るべ
きで
ある
︒
二八
（
9）　
平
成
六
年
一
一
月
二
二
日
最
高
裁
第
三
小
法
廷
判
決
と
原
審
判
決
に
つ
い
て
多
く
の
評
釈
が
あ
る
が
︑
脱
税
事
件
判
決
に
つ
い
て
言
及
す
る
こ
と
は
少
な
い
︒
（
10）　﹁
間
接
税
Ⅲ
﹂
平
成
七
年
度
版
　
税
務
大
学
校
︒
　
　
　
この
本は
︑
税務
大学
校の
本科
︑
専科
用の
教科
書と
して
使用
され
るも
ので
︑﹁
消費
税法
﹂
の部
分が
独立
した
こと
によ
って
その
後
題
名
が
変
更
さ
れ
て
い
る
︒
こ
の
本
の
毎
年
の
発
行
に
お
い
て
︑
地
方
税
の
担
当
課
の
チ
ェ
ッ
ク
を
受
け
て
い
る
︒
（
11）　﹁
軽油
引取
税逐
条解
説
﹂
財団
法人
地方
財務
協会
編
︒
この
本は
︑
軽油
取引
税の
基本
書と
して
︑
官民
で広
く利
用さ
れて
いる
︒
本
稿
に
お
い
て
平
成
一
五
年
九
月
発
行
の
も
の
を
引
用
す
る
︒
（
12）　﹁
間
接
税
Ⅲ
﹂
一
九
七
頁
及
﹁
軽
油
引
取
税
逐
条
解
説
﹂
八
三
頁
︒
前
注
の
と
お
り
︑﹁
間
接
税
﹂
の
税
大
教
科
書
（
入
門
編
で
な
い
も
の
）
の
頁
数
は
毎
年
の
改
訂
に
よ
り
変
更
が
あ
る
︒
（
13）　
未
収
金
の
巨
額
の
放
棄
で
あ
れ
ば
︑
決
算
書
に
明
示
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
し
︑
監
査
報
告
書
に
も
明
示
す
る
︒
た
だ
︑
決
算
委
員
会
の
審
議
の
状
況
は
別
問
題
で
あ
る
︒
国
会
の
決
算
委
員
会
の
審
議
の
状
況
は
︑
決
議
録
を
参
照
︒
（
14）　
拙
稿
﹁
連
結
納
税
制
度
の
導
入
が
地
方
税
に
与
え
る
影
響
を
そ
の
対
応
﹂
税
五
八
巻
一
号
四
頁
︒
　
　
　
拙稿
﹁
固定
資産
税の
誤課
税の
救済
　
　
名古
屋高
裁と
大阪
高裁
の一
連の
裁判
例を
契機
とし
て
﹂（
一～
三完
）
国士
舘法
学四
三号
一
頁
・
四
五
号
一
頁
・
四
六
号
一
頁
︒
平
仁
﹁
連
結
納
税
時
代
に
お
け
る
法
人
事
業
税
の
在
り
方
﹀
国
士
舘
法
研
論
集
二
号
を
参
照
︒
　
　
　
な
お
︑﹁
ふ
る
さ
と
納
税
﹂
に
つ
い
て
平
成
二
六
年
八
月
一
三
日
日
本
経
済
新
聞
﹁
ふ
る
さ
と
納
税
簡
単
に
﹂
参
照
︒
（
15）　
拙
稿
﹁
固
定
資
産
税
の
誤
課
税
の
救
済
　
　
名
古
屋
高
裁
と
大
阪
高
裁
の
一
連
の
裁
判
例
を
契
機
と
し
て
﹂（
一
～
三
完
）
国
士
舘
法
学
四
三
号
一
頁
︑
四
五
号
一
頁
︑
四
六
号
一
頁
︒
（
16）　
脱
税
事
件
に
お
い
て
︑
他
事
件
と
の
比
較
か
ら
脱
税
で
は
な
い
と
主
張
す
る
事
例
が
散
見
さ
れ
る
︒
（
17）　
税
務
大
学
校
﹁
国
税
通
則
法
﹂︒
　
　
　
同
旨
︑
谷
口
勢
津
夫
﹁
税
法
講
義
（
初
版
）﹂
二
三
六
頁
な
ど
︒
（
18）　
近
時
の
馬
券
取
引
を
め
ぐ
る
訴
訟
に
お
い
て
は
︑
は
ず
れ
馬
券
の
代
金
が
経
費
と
な
る
か
︑
所
得
区
分
は
何
か
が
争
わ
れ
た
︒
大
量
の
馬
券
の
購
入
で
あ
れ
ば
事
業
の
経
費
に
ふ
さ
わ
し
く
（
数
少
い
回
数
で
も
事
業
と
な
っ
た
例
が
あ
る
︒）︑
事
業
に
該
当
す
れ
ば
︑
一
時
所
得
に
該
当
す
る
余
地
は
な
く
︑
事
業
所
得
上
の
必
要
経
費
と
な
る
余
地
は
大
き
い
︒
事
業
所
得
の
範
囲
が
広
く
解
さ
れ
る
傾
向
に
あ
り
︑
事
業
所
得
上
の
必
要
経
費
も
広
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
二九
く
解
さ
れ
て
い
る
こ
と
に
鑑
み
る
と
︑
経
費
が
認
め
ら
れ
る
可
能
性
は
大
き
く
な
る
︒
　
　
　
い
わ
ゆ
る
﹁
の
み
行
為
﹂
も
事
業
に
な
る
と
す
れ
ば
︑
不
正
軽
油
の
取
引
も
事
業
と
な
る
は
ず
で
あ
る
︒
平
成
二
六
年
七
月
三
一
日
付
朝
日
新
聞
﹁
七
千
万
円
損
で
五
五
〇
万
円
追
徴
﹂
参
照
︒
　
　
　
な
お
︑﹁
は
ず
れ
馬
券
﹂
訴
訟
は
︑
最
高
裁
で
口
頭
弁
論
が
開
か
れ
た
と
聞
く
︒
（
19）　
東
京
地
裁
判
決
の
﹁
事
案
の
概
要
﹂︒
（
20）　
東
京
地
裁
判
決
の
﹁
被
告
の
主
張
﹂
欄
︒
　
　
　
課税
庁は
︑﹁
上記
入金
額か
ら原
料費
の支
払や
製造
委託
手数
料を
除い
た六
七〇
〇万
円余
りを
得て
いる
こと
に鑑
みれ
ば
︑
本件
製
造
軽
油
の
販
売
に
原
告
以
外
の
者
が
関
与
し
て
い
た
と
し
て
も
︑
原
告
が
主
体
的
か
つ
中
心
的
な
役
割
を
果
た
し
て
い
た
と
見
る
の
が
相
当
で
あ
る
﹂
と
反
論
し
て
い
る
︒
（
21）　（
20）
に
同
じ
︒
（
22）　
本
件
事
案
に
関
す
る
文
献
は
以
下
の
と
お
り
︒
　
　
　
㋑
一
・
二
審
に
つ
き
日
下
文
男
﹁
軽
油
引
取
税
の
み
な
す
課
税
の
意
義
　
東
京
都
軽
油
引
取
税
決
定
処
分
取
消
請
求
事
件
を
素
材
に
し
て
　
﹂
税
二
〇
〇
九
年
三
月
号
　
　
　
㋺
上
告
審
に
関
し
︑
ⅰ
判
例
時
報
二
〇
七
三
号
二
六
頁
の
コ
メ
ン
ト
︒
ⅱ
手
塚
貴
大
評
釈
（
判
例
評
論
六
二
二
号
一
二
頁
︒
判
例
時
報
二
〇
七
三
号
二
六
頁
所
収
︒
ⅲ
手
塚
貴
大
﹁
軽
油
引
取
税
の
み
な
す
課
税
該
当
性
﹂
租
税
訴
訟
五
号
一
九
三
頁
︒
（
23）　
本
件
訴
訟
で
引
用
す
る
の
は
︑
自
治
省
在
籍
者
に
よ
る
解
説
書
（
且
つ
数
少
な
い
出
版
物
）
で
地
方
の
税
務
当
局
が
購
入
し
て
い
る
︒
国
税
で
言
えば
︑
大蔵
財務
協会
の
﹁
図解
シリ
ーズ
﹂
や
﹁
改正
税法
のす
べて
﹂
に相
当す
る
︒）
の見
解で
ある
︒
当該
書に
は
︑
自治
省局
長の
辞
が
附
さ
れ
て
い
て
も
︑
そ
の
辞
は
官
庁
の
慣
習
に
よ
れ
ば
︑
部
下
の
下
書
に
よ
る
︒
立
法
当
局
者
の
見
解
と
し
て
意
味
が
あ
る
の
は
︑
大
臣
及
政
府
委
員
の
提
案
理
由
説
明
（
委
員
会
議
事
録
）
で
あ
る
︒
財
務
省
も
大
蔵
省
関
係
の
こ
れ
を
ま
と
め
て
印
刷
し
て
い
る
︒
（
24）　
国
税
当
局
に
お
い
て
︑
改
正
前
の
規
定
で
も
解
釈
で
き
る
場
合
の
み
改
正
後
の
規
定
を
適
用
す
る
︒
そ
れ
が
で
き
な
い
場
合
に
法
律
を
改
正
し
て
い
る
︒
　
　
　
な
お
︑
譲
渡
損
失
の
損
金
不
算
入
の
事
例
に
つ
い
て
は
︑
批
判
が
あ
る
が
︑
税
制
改
正
大
綱
の
発
表
と
多
く
の
税
理
士
法
人
の
対
応
を
考
え
る
と
︑
予
測
可
能
性
を
奪
う
も
の
で
は
な
い
︒
軽
油
引
取
税
を
め
ぐ
る
関
係
業
界
の
対
応
は
︑
こ
の
レ
ベ
ル
に
達
し
て
い
な
い
︒
三〇
（
25）　
地
方
税
に
つ
い
て
も
推
計
課
税
を
適
用
で
き
る
も
の
と
し
て
︑
料
理
飲
食
等
消
費
税
に
関
す
る
東
京
高
裁
昭
和
五
五
年
一
〇
月
二
九
日
判
決
（
行
集
三
一
巻
一
〇
号
二
二
五
五
頁
︑
判
例
時
報
九
九
一
号
五
八
頁
）
が
あ
る
︒
こ
の
判
決
は
︑
地
方
税
の
推
計
課
税
に
関
す
る
基
本
的
な
判
例
で
あ
る
︒
　
　
　
そ
こ
で
︑
不
正
軽
油
の
事
業
で
も
︑
国
税
の
推
計
課
税
（
住
民
税
の
推
計
課
税
に
準
用
で
き
る
︒）
に
な
ら
え
ば
︑
司
法
研
究
報
告
（
法
曹
会
刊
）
や
板
倉
宏
教
授
の
研
究
に
よ
っ
て
︑
利
得
を
推
計
す
る
こ
と
が
十
分
可
能
で
あ
る
︒
（
26）　
た
と
え
ば
︑
源
泉
徴
収
所
得
税
の
滞
納
処
分
で
あ
れ
ば
︑
所
得
区
分
を
源
泉
徴
収
の
対
象
と
な
ら
な
い
よ
う
に
変
更
す
る
方
法
が
あ
る
︒
　
　
　
な
お
︑
固
定
資
産
税
の
徴
収
ミ
ス
が
多
発
し
て
い
る
こ
と
に
つ
き
︑
平
成
二
六
年
九
月
九
日
付
日
本
経
済
新
聞
の
記
事
を
参
照
︒
（
27）　
前
注
（
26）
の
ケ
ー
ス
で
︑
ご
く
限
定
さ
れ
た
一
・
二
の
事
例
の
所
得
区
分
を
源
泉
徴
収
の
対
象
と
な
ら
な
い
よ
う
に
所
得
区
分
を
変
更
す
る
こ
と
も
政
治
的
解
決
と
し
て
考
え
ら
れ
な
い
こ
と
で
は
な
い
︒
し
か
し
︑
同
種
同
様
の
事
案
の
処
理
と
し
て
は
公
平
性
を
欠
く
こ
と
は
著
し
く
︑
租
税
法
律
主
義
の
中
の
合
法
性
の
原
則
に
反
す
る
と
考
え
ら
れ
る
︒
ス
ト
ッ
ク
・
オ
プ
シ
ョ
ン
や
航
空
機
リ
ー
ス
の
事
案
な
ど
は
︑
問
題
と
な
っ
た
も
の
の
結
局
は
法
律
が
改
正
さ
れ
た
︒
な
お
︑
オ
ウ
ム
事
件
に
つ
い
て
は
地
方
税
に
つ
き
議
員
立
法
が
あ
る
︒
（
28）　
製造
原価
の計
算は
複雑
で
︑﹁
原価
計算
論﹂
とい
う講
義が
あり
︑
国家
試験
でも
難度
の高
い分
野の
試験
の範
囲に
属す
る
︒
また
︑
原
価
計
算
は
︑
税
務
大
学
校
で
も
全
員
に
原
価
計
算
論
を
教
授
し
て
い
な
い
は
ず
で
あ
る
︒
こ
の
原
価
計
算
の
如
何
に
よ
っ
て
︑
原
告
に
利
得
は
生
じ
な
い
こ
と
に
な
る
︒
　
　
　
裁
判
所
と
し
て
は
︑
裁
判
所
法
五
七
条
を
使
う
と
し
て
も
︑
原
価
計
算
に
詳
し
い
の
が
何
人
も
い
る
と
は
考
え
ら
れ
な
い
し
︑
高
裁
か
ら
最
高
裁
の
裁
判
官
会
議
に
付
す
る
必
要
が
あ
り
︑
簡
単
に
派
遣
で
き
な
い
︒
現
在
は
︑
税
務
大
学
校
で
の
長
期
研
修
を
優
秀
な
成
績
で
終
了
し
た
人
や
︑
公
認
会
計
士
の
有
資
格
者
が
裁
判
所
内
に
い
る
の
か
も
し
れ
な
い
︒
（
29）　
七
億
円
の
製
造
原
価
を
算
出
す
る
に
は
︑
最
低
限
︑
数
枚
の
別
表
が
必
要
で
あ
る
︒
逋
脱
事
件
で
あ
れ
ば
数
枚
の
別
表
が
付
さ
れ
る
こ
と
が
多
い
︒
小
島
判
事
の
司
法
研
究
報
告
書
を
参
照
︒
（
30）　
逋
脱
事
件
の
場
合
︑
一
部
に
つ
い
て
故
意
が
認
定
さ
れ
な
い
こ
と
が
あ
り
︑
財
務
諸
表
の
修
正
に
苦
労
す
る
︒
そ
の
結
果
︑
課
税
事
件
の
財
務
諸
表
と
ズ
レ
が
生
じ
︑
原
価
に
差
が
生
じ
る
︒
（
31）　
ペ
ー
パ
ー
・
カ
ン
パ
ニ
ー
も
存
在
を
否
認
す
べ
き
組
織
で
は
な
い
︒
中
里
実
﹁
存
在
を
否
認
す
べ
き
で
な
い
組
織
﹂
税
研
一
七
六
号
二
二
頁
参
照
︒
な
お
︑
ペ
ー
パ
ー
・
カ
ン
パ
ニ
ー
で
も
︑
会
社
で
あ
る
以
上
︑
具
体
的
な
行
為
は
自
然
人
が
行
う
の
は
自
然
で
あ
る
︒
（
32）　
第
一
審
の
準
備
書
面
に
既
に
﹁
財
産
が
な
い
﹂
こ
と
が
述
べ
ら
れ
て
い
る
︒
そ
こ
か
ら
破
産
の
可
能
性
が
明
ら
か
で
あ
り
︑
原
告
を
受
益
者
と
し
納税者の行為と納税者以外の者の行為（西野敞雄）
三一
て
第
二
次
納
税
義
務
を
追
徴
す
る
こ
と
が
可
能
で
あ
る
︒
（
33）　
最
決
昭
和
四
八
年
七
月
一
〇
日
刑
集
二
七
巻
七
号
一
二
〇
五
頁
参
照
︒
ま
た
︑
風
俗
営
業
を
営
む
会
社
の
留
学
中
の
取
締
役
に
対
す
る
役
員
給
与
の
是
否
が
争
わ
れ
た
事
件
に
お
い
て
︑
国
税
当
局
は
︑
単
な
る
一
般
会
社
の
役
員
と
し
て
の
み
主
張
し
て
い
る
︒
（
34）　
地
方
税
を
中
心
と
す
る
専
門
誌
は
二
誌
し
か
な
く
︑
徴
収
に
つ
い
て
執
筆
さ
れ
て
い
る
の
は
国
税
出
身
者
が
多
い
︒
当
然
︑
地
方
税
の
徴
収
に
関す
る書
籍は
︑
ごく
限定
され
る
︒
なお
︑﹁
判例
解説
﹂
平成
二二
年度
（
上
）
一一
六頁
は
︑
軽油
引取
税の
相対
的重
要性
をと
りあ
げ
︑
解
説
し
て
い
る
︒
（
35）　
原
告
と
課
税
庁
及
裁
判
所
の
間
に
は
︑
租
税
法
律
主
義
・
課
税
要
件
明
確
主
義
に
関
し
認
識
の
ズ
レ
が
あ
る
︒
原
告
は
︑
形
質
的
に
も
実
質
的
に
も
課
税
要
件
は
明
確
で
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
す
る
立
場
の
よ
う
で
あ
る
が
︑
金
子
宏
﹁
租
税
法
（
一
九
版
）﹂
の
そ
れ
と
は
微
妙
な
差
が
あ
る
︒
（
36）　
木
村
一
夫
﹁
軽
油
の
売
買
と
消
費
税
　
　
軽
油
引
取
税
の
取
扱
い
に
つ
い
て
﹂
税
務
弘
報
二
〇
一
〇
年
三
月
号
︒
課
税
庁
の
主
張
事
実
に
よ
れ
ば
︑
本
件
で
も
消
費
税
が
賦
課
で
き
る
は
ず
で
︑
こ
こ
で
も
消
費
税
が
課
税
さ
れ
て
い
な
い
と
い
う
一
貫
し
な
い
現
象
が
生
じ
て
い
る
︒
（
37）　
債
権
放
棄
す
る
た
め
に
は
︑
都
議
会
の
議
決
が
必
要
な
場
合
が
あ
る
︒
本
件
租
税
債
権
の
金
額
か
ら
み
て
も
︑
都
議
会
の
議
決
が
必
要
で
あ
る
︒
（
38）　
上
告
理
由
が
引
用
す
る
東
京
高
判
昭
和
四
〇
年
三
月
二
五
日
は
一
部
否
認
の
事
例
で
あ
る
︒
（
39）　
受
理
決
定
の
理
由
を
み
る
限
り
︑
債
権
放
棄
の
可
能
性
や
破
産
の
可
能
性
を
口
頭
弁
論
で
主
張
し
︑
課
税
対
象
と
な
る
利
得
が
な
い
と
の
主
張
に
結
び
つ
け
る
こ
と
は
可
能
で
あ
ろ
う
か
︒
原
告
は
税
の
支
払
を
拒
否
し
て
い
な
い
︒
（
40）　
最
高
裁
昭
和
五
五
年
七
月
一
日
判
決
（
民
集
三
四
巻
四
号
五
三
五
頁
参
照
︒）
　
　
　
連
帯
納
税
義
務
で
あ
れ
ば
︑
納
税
告
知
と
い
う
確
定
手
続
が
必
要
と
な
る
︒
し
か
し
︑
判
決
を
み
る
限
り
納
税
告
知
を
し
て
い
る
形
跡
は
な
く
︑
違
法
性
を
帯
び
る
可
能
性
が
あ
る
︒
そ
の
場
合
︑
国
税
と
軽
油
引
取
税
の
間
に
差
違
は
生
じ
な
い
は
ず
で
あ
る
︒
（
41）　
差
戻
控
訴
審
は
︑
第
一
次
控
訴
審
と
対
照
的
な
構
成
で
あ
る
︒
